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埼玉県マスコット「さいたまっち」「コバトン」 



ご あ い さ つ 
 

 本県では、令和２年３月に全国初となる「埼玉県ケアラー支援

条例」が制定され、ケアラー、ヤングケアラーへの実態調査の実

施や「第１期埼玉県ケアラー支援計画」の策定、支援計画に基づ

く各種施策の実施など、全国に先駆けてケアラー支援に取り組ん

でまいりました。 

 この間、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法

律」や「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に家族

等に対する支援が明記されたほか、ヤングケアラー支援のための

国庫補助事業が創設されるなど、支援に向けた動きが進んできて

います。 

 また、他の地方公共団体でも支援条例の制定や支援の取組が実施されているほか、民

間団体や事業者においても協力の輪が広がってきています。 

 少子高齢化が進む現代社会においては、誰もが誰かをケアする時代といっても過言で

はなく、各々が自分事としてケアラー支援に向き合っていく必要があります。 

 しかしながら、社会においては依然として、「家族が介護をするのは当たり前」という

考え方が根強くあるため、ケアラーが孤立し、悩みを声に出しにくい状況がみられます。 

 この根強い考え方から脱却し、ケアに関わる負担を家族だけで背負うのではなく、介

護サービスをはじめとした公的支援制度のほか住民同士の支え合いなどにより、ケアラ

ーを支えていく社会に転換していく必要があります。 

 また、介護と両立できずに仕事を辞めてしまう、いわゆる「介護離職」の問題は、多

くの働く世代の方だけでなく、人手不足の中、企業側にとっても経営課題の一つとなっ

ており、積極的に支援に取り組んでいくことが求められています。 

 このような状況を踏まえ、引き続きケアラーの支援に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、「第２期埼玉県ケアラー支援計画」（令和６年度～８年度）を策定しま

した。 

 本計画の基本理念である「全てのケアラーが個人として尊重され、健康で文化的な生

活を営むことができる社会の実現」に向け、県だけでなく、市町村、県民、事業者、支

援に関わる民間団体など、あらゆる主体が「ワンチーム埼玉」となって取り組んでまい

ります。 

 結びに、本計画の策定に当たり、貴重な御意見、御提言をいただいた埼玉県ケアラー

支援に関する有識者会議の委員の皆様をはじめ、御協力いただきました関係団体や県民

の皆様に心からお礼を申し上げます。 

 

令和６年３月 
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第１章 計画の概要 
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１ 計画策定の趣旨 

 本県は、団塊の世代全てが後期高齢者となる令和７年（2025 年）、団塊ジュニア世代 が

65 歳以上の高齢者となる令和 22 年（2040 年）に向け、現役世代人口が減少する一方で、

介護ニーズの高い 85 歳以上の高齢者人口が全国トップクラスのスピードで増加すること

が見込まれています。それに伴い介護が必要になる方や高齢者を介護するケアラーの増加

が見込まれています。また、高齢者以外にも障害児者、医療的ケア児＊、高次脳機能障害＊

の方、難病の方など、ケアが必要な方が医療技術の進展等により増えています。 

 一方で、単独世帯や共働き世帯の増加、核家族化や少子高齢化の進行等、これまで介護

の担い手とされていた家族の状況も大きく変わっており、ケアラー一人あたりの負担は増

加しています。そうした中、社会においては依然として「家族が介護するのは当たり前」

という考え方が根強く存在しています。そのため、ケアラーが孤立し、悩みを声に出しに

くい環境となっています。 

 また、18 歳未満のヤングケアラーの存在も明らかとなっています。ヤングケアラーは家

庭環境により必然的に介護や援助を行っている場合が多く、ケアラーとしての自覚がない

まま将来のための大切な時間をケアに費やしている可能性があります。そして、その悩み

は 18歳を超えてもなお続いていきます。 

 さらに、介護と両立できずに仕事を辞めてしまう、いわゆる「介護離職」の問題は、多

くの働く世代の方だけでなく、人手不足の中、企業側にとっても経営課題となってきてい

ます。 

 このような状況を踏まえ、引き続きケアラーの支援に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために、「第２期埼玉県ケアラー支援計画」を策定することとしました。 

 

２ 計画の性格と位置づけ 

 埼玉県ケアラー支援条例第９条に規定する「ケアラーの支援に関する推進計画」として

策定します。 

 県の総合計画である「埼玉県５か年計画」の分野別計画としての位置付けです。 

 「埼玉県地域福祉支援計画」、「埼玉県高齢者支援計画（埼玉県認知症施策推進計画）」、

「埼玉県障害者支援計画」、「埼玉県子育て応援行動計画」等の各個別計画との連携・整合

を図りながら、高齢者、障害者、児童等の福祉の各分野のほか、保健医療、産業労働、教

育等の各分野の共通的な事項を横断的に記載します。 
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３ 計画の期間 

 令和６年度から令和８年度（2024 年度～2026 年度）までの３年間とします。 

 

ケアラーとは、ヤングケアラーとは 

埼玉県ケアラー支援条例の第２条では、 

 

１ ケアラーとは、高齢、身体上又は精神上の障害又は疾病等により援助を必要とする親

族、友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の援

助を提供する者をいう。 

２ ヤングケアラーとは、ケアラーのうち、十八歳未満の者をいう。 

 

 とされています。 

 この計画でも、特に付記がない限り「ケアラー」には「ヤングケアラー」を含むものと

します。 

-3-



 

 

 

 

 

第２章 ケアラーを取り巻く状況 
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２－１ ケアラーを取り巻く状況 

２－１－１ 人口・世帯等に関する状況 

（１） 人口減少と高齢化の進行 

 埼玉県の総人口は、昭和 30年代から平成 2 年（1960 年代～1990 年）にかけて急激に

増加し、平成 17 年（2005 年）には 700 万人を超えました。令和 2 年（2020 年）国勢調

査結果を基にした推計では、令和 2年（2020 年）頃に人口ピークを迎え、その後緩やか

に減少に転じるとされています。なお、令和７年（2025 年）には 732 万人、令和 22年

（2040 年）には 700 万人を割ることが見込まれています。 

 年齢 3 区分別人口をみると、年少人口（0～14 歳）は昭和 55年（1980 年）の 146 万人

をピークに減少が続いています。また、生産年齢人口（15～64 歳）は、全国では平成 7

年（1995 年）頃から減少しており、埼玉県においても平成 12 年（2000 年）の 501 万人

をピークに減少が続いています。 

 一方で高齢者人口（65歳以上）は令和 2 年（2020 年）に 193 万人、高齢化率も 27.0%

となり、超高齢社会（高齢化率 21％超）となっています。 

 

■図 1 本県の将来人口及び高齢化率の推移と見通し（年齢区分別）

 
資料：総務省統計局「国勢調査」[H7～R2] 

   国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和 5(2023)年推計）」[R7～R32] 

   ※国勢調査の人口総数には年齢不詳を含むため、年齢別人口の合計とは一致しない。 

   ※令和 2年の高齢化率は不詳補完値による。 
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（２）高齢者人口における前期高齢者・後期高齢者の構成の見通し 

 令和 2 年（2020 年）の本県の前期高齢者人口と後期高齢者（75 歳以上の方）人口はと

もに約 97万人となっています。 

 今後、本県は、全国トップクラスのスピードで後期高齢者が増加すると見込まれてい

ます。いわゆる団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる令和７年（2025 年）には約

121 万人、令和 32年（2050 年）には約 146 万人に達する見込みです。 

 また、後期高齢者のうち、特に介護ニーズが高い 85歳以上の高齢者は、令和 22 年

（2040 年）には、約 57万人に増加し、令和 2 年（2020 年）に比べて約 2倍以上に増加

することが見込まれます。 

 

■図 2 本県の前期高齢者・後期高齢者数の推移と見通し 

資料：総務省統計局「国勢調査」[H7～R2] 

   国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和 5(2023)年推計）」[R7～R32]  

   ※四捨五入のため合計は必ずしも図 1の 65 歳以上人口と一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:万人) 
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 本県の 65 歳～69 歳の要介護認定率は 2.6％であるのに対し、85歳以上の後期高齢者の

認定率は 45.8%、90 歳以上は 72.6％であり、高齢になるほど高くなっています。 

 

■図 3 年齢階級別要支援・要介護認定率 

                      厚生労働省「介護保険事業状況報告（令和 4年 12 月）」、 

                      埼玉県「埼玉県町（丁）字別人口調査（令和 5年 1月）」を基に作成 

 

（３）世帯の変化と単独世帯の増加 

 世帯数は増加傾向にあり、昭和 45 年（1970 年）の 97 万世帯から、令和 2 年（2020

年）には 316 万世帯に増加しました。一方で、平均世帯人員数は減少傾向にあり、昭和

45 年（1970 年）の 3.83 人から、令和 2年（2020 年）には 2.28 人に減少しています。 

 世帯構成をみると、核家族世帯（夫婦のみの世帯、夫婦と子供から成る世帯、男親又

は女親と子供から成る世帯の合計）が昭和 45 年（1970 年）には 67 万世帯で全世帯の

69％でしたが、令和 2 年（2020 年）には 185 万世帯と全世帯の 59％となっています。ま

た、単独世帯（世帯人員が一人のみの世帯）が近年増加しており、昭和 45年（1970 年）

には 8万世帯でしたが、令和 2年（2020 年）には 107 万世帯と約 13倍に増加し、全世帯

に占める割合も 34％に増加してきています。 
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■図 4 本県の世帯数と平均世帯人数の推移 

  ※国勢調査の世帯数については、四捨五入してあるため、内訳の合計とは一致しない。  

                                      総務省「国勢調査」を基に作成 

 

 また、高齢夫婦世帯（夫 65歳以上、妻 60歳以上の夫婦のみの世帯）及び高齢者（65

歳以上）単独の世帯である高齢者世帯は、平成 2年（1990 年）には合わせて 10万世帯

で、全世帯の 5％にすぎませんでしたが、令和 2年（2020 年）には 71 万世帯と 30 年間

で約 7倍となり、全世帯の 22％を占めています。 

 

■図 5 本県の高齢者単独・夫婦世帯数の推移 

                                   総務省「国勢調査」を基に作成 
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（４）少子化の進行 

 本県における出生数は昭和 48 年（1973 年）以降、平成 2年（1990 年）頃まで減少を

続け、いったん増加したものの平成 12年（2000 年）から減少傾向にあります。合計特殊

出生率を見ると、昭和 60年（1985 年）から平成 17 年（2005 年）年にかけて、1.72 から

1.22 へと減少し、それ以降上昇に転じたものの、近年は再び減少が続いています。令和

4 年(2022 年)は 1.17 で、これは全国第 44 位となっています。 

 

■図 6 本県の出生数と合計特殊出生率 

                                   厚生労働省「人口動態統計」を基に作成 
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２−１−２ 福祉サービスの提供の状況 
（１）高齢者に関する状況 

 本県の令和 4年度（2022 年度）末の要介護（要支援）認定者数は約 34万人で、介護保

険制度創設時の平成 12年（2000 年）4 月と比較すると、約 4倍に増加しています。 

 要介護（要支援）認定者の割合を要介護度別にみると、要介護 1が 23.3％で最も高

く、次いで要介護 2が 17.1％、要介護 3が 14.2％となっています。 

 また、介護保険の第１号被保険者約 197 万人のうち、要介護（要支援）認定者は約 33

万人であり、その割合は約 16.7％となっています。 

 

■図 7 本県の要介護度別認定者の割合の推移と見通し  

                     厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年度 3月末日）［H27～R4］ 

                     埼玉県推計（地域包括ケア「見える化」システム将来推計）［R7～R22］ 

 

（２）認知症高齢者に関する状況 

 令和 2 年（2020 年）現在、県内の認知症を有する高齢者は約 34 万人と推計されていま

す。認知症高齢者は、今後、これまで以上のペースで増加すると見込まれており、令和 7

年（2025 年）には約 40万人に達する見込みです。 
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（３）障害者に関する状況 

 障害者に関する状況は、令和 4 年度（2022 年度）末で障害者手帳所持者数は、334,566 

人となっており、平成 24年度（2012 年度）末と比較し約 23%増加しています。特に療育

手帳及び精神障害者保健福祉手帳の所持者が増加しています。 

 また、発達障害＊児（15 歳未満）、高次脳機能障害＊者、指定難病医療給付受給者（難

病患者)は約 14 万 7,000 人と推計しています。 

 

■図 8 本県の障害者手帳所持者数の推移 

                                 ※重複所持者あり。※各年度末現在の数字。 

                                          県障害者福祉推進課調べ 

 

■表 1 本県の発達障害＊児（15 歳未満）、高次脳機能障害＊者及び難病患者数 

項目 対象者数 備考 

発達障害＊児（15歳未満） 76,000 人 国の調査（※1）を基に推計 

高次脳機能障害＊者数 19,000 人 国の調査（※2）を基に推計 

指定難病医療給付受給者数（難病患者） 52,684 人 令和 4年度末現在 

                                        （障害者手帳所持者を含む） 

  ※1文部科学省「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査（令和 4 年）」 

  ※2 厚生労働省「平成 28年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）」 

                                    県障害者福祉推進課・疾病対策課調べ 

 

 

 

 

 

 

-11-



（４）ひとり親家庭に関する状況 

 本県におけるひとり親世帯数は、令和 2 年（2020 年）には、36,589 世帯と平成 7 年

（1995 年）の 26,879 世帯と比較すると、約 1.4 倍に増加しています。 

 全国の母子世帯の平均年間所得の推移を見ると、依然として母子世帯は、全世帯、と

りわけ児童のいる世帯と比べて平均年間所得額に大きな差がある状況です。 

 

■図 9 本県のひとり親世帯数の推移 

                                       総務省「国勢調査」を基に作成 

 

■図 10 全国の世帯当たりの平均年間所得の推移 

                                 厚生労働省「国民生活基礎調査」を基に作成 
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 母子世帯の総所得は平均で年間 328 万円と、児童のいる世帯の総所得の 42％に留まっ

ており、経済的に厳しい状況がうかがえます。パート・アルバイト等の割合が高いな

ど、就業の状況等が不安定であることが影響しています。 

 

■図 11 児童のいる世帯と母子世帯の平均所得金額（全国） 

                                 厚生労働省「国民生活基礎調査」を基に作成 

 

■図 12 母子世帯の就業状況（全国） 

                                     令和 3年度全国ひとり親世帯等調査 
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（５）生活保護に関する状況 

 令和 4 年度（12 ヶ月平均）の生活保護世帯数は 78,360 世帯で、被保護者数は 97,590

人です。 

 平成 20 年（2008 年）9月のリーマンショックなどを契機とした経済情勢の悪化によ

り、保護を受給する世帯が急増しましたが、平成 26 年（2014 年）以降、雇用情勢の好転

などにより稼働年齢層のいる世帯の伸びは落ち着いています。 

 一方、本県では、急速な高齢化とともに、高齢者世帯が年々増加し、保護世帯全体を

押し上げています。保護率は 1.33％で、全国の保護率（1.62％）より低くなっていま

す。 

 

■図 13 年度別保護率（１２ヶ月平均）等の推移 

                                             県社会福祉課調べ 

 

■表 2 世帯類型別世帯の割合 

 高齢者世帯 傷病・障害者世帯 母子世帯 その他世帯 

埼玉県 53.8% 25.2% 4.0% 17.0% 

全国 55.6% 24.9% 4.1% 15.5% 

令和 4年度月平均の数値 

※構成比は端数処理しているため、合計が 100％にならない場合がある。 

                                             県社会福祉課調べ 
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２－１－３ 地域における担い手の状況 

 NPO*法人について、令和 4 年度末（2023 年 3月末）時点で 2,147 団体が認証を受けて

います。ボランティア活動に取り組む人材は平成 26 年（2014 年）以降、令和元年（2019

年）頃まで着実に増加してきましたが、令和 2 年（2020 年）以降は新型コロナウイルス

感染症拡大の影響に伴い、大幅に減少しています。令和 4 年時点で 94,271 人がボランテ

ィア登録をしています。 

 

■図 14 NPO*法人の認証件数の推移  

                                         県共助社会づくり課調べ 

■図 15 ボランティア登録者数の推移 

                                                                               埼玉県社会福祉協議会調べ 
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２－１－４ 複合課題の増加 

 公的福祉サービスについては、これまで高齢者・障害者・子ども・生活困窮者等の福祉

分野ごとに、それぞれの相談支援機関による支援の充実が図られてきました。 

 しかし、現場では複合課題を抱える人・世帯が増加しており、分野ごとの相談支援体制

では十分に対応できない状況となっています。そのため、市町村関係各課、各分野の相談

支援機関の連携が今まで以上に必要になっています。 

 

■図 16 相談が増加している複合課題の内容（n=63 市町村、複数回答） 

                                   県福祉政策課調べ（令和５年４月実施） 
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２－２ ケアラー・ヤングケアラーの現状 

２－２－１ ケアラー・ヤングケアラーの状況 

（１）介護の担い手の状況 

 令和 4 年国民生活基礎調査によると「要介護者等」と「主な介護者」の続柄をみる

と、「配偶者」が 23.0％、「子」が 26.4％、「子の配偶者」が 6.3％、「父母」が 0.1％、

「その他の親族」が 1.8%となっており、「主な介護者」のうち、57.6％をその他の親族も

含めた家族が占めています。さらに、年齢階級でみると、「60～69 歳」が 31.7％、「70～

79 歳」が 24.7％、「50～59 歳」が 21.6％となっています。 

 

■図 17 主な介護者の続柄、年齢階級（全国） 

                              令和 4年国民生活基礎調査を基に作成 
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（２）「ケアラー」・「ヤングケアラー」という言葉の認知度 

 ケアラーやヤングケアラーは、様々な負担があるにも関わらず、社会的にも十分に認

知されていませんでした。しかしながら、近年、報道等で取り上げられたこと等によ

り、急速にその言葉の認知度は高まりました。 

 県政サポーターアンケートの調査では、「あなたは「ケアラー」という言葉を知ってい

ますか」という問いに対して、令和 2 年度では、「ある程度は知っている」は 14.5％、

「よく知っている」は 3.3％に留まりました。しかしながら、令和 5 年度には「ある程度

は知っている」は 58.7％、「よく知っている」は 24.0％となりました。 

 同様にヤングケアラーについては、令和 2年度では「ある程度は知っている」は

13.5％、「よく知っている」は 2.8％に留まりました。しかしながら、令和 5 年度には、

「ある程度は知っている」は 59.5%、「よく知っている」は 25.2%となりました。 

 

■図 18 ケアラーの認知度 

                                令和 2年度県政サポーターアンケート 

                                令和 5年度県政サポーターアンケート 
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■図 19 ヤングケアラーの認知度 

                                令和 2年度県政サポーターアンケート 

                                令和 5年度県政サポーターアンケート 
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（３）「ケアラー」・「ヤングケアラー」に必要な支援 

 令和 5 年度県政世論調査において、自身がケアラーである（あった）と回答した方に

対し、ケアラーに必要な支援について聞いたところ、「経済的支援」が 53.9％、「ケアラ

ーに役立つ情報の提供」が 37.7％、「勤務しやすい柔軟な働き方」が 36.3％、「ケアラー

が病気などになった際にケアの対象者の一時預かり等を行うサービスの提供」が 35.6％

となっています。 

 

■図 20 必要な支援（ケアラー）
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■図 21 必要な支援（ヤングケアラー）
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■図 22 親や家族などの介護、看護等のことが気になるか
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ー経験者の方はしておいてよかったことはありますか。）」という問いに対し、「介護や看

護等に関する知識の習得」、「介護や看護等にかかる費用の計算やお金の準備」が 16.6%、

次いで「介護や看護等に関する相談先の確保」が 15.3％、「親や家族などと介護や看護等

についての事前の話し合い」が 14.8％となっています。一方で「特に何もしていない

（しなかった）」が 52.6％を占めています。 
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■図 23 親や家族などの介護、看護等の備えとしてしていること 

 

                                          令和 5年度県政世論調査 

 また、「介護、看護等の相談窓口として知っているもの（利用したことがあるもの）は

ありますか」という問いに対し、「知らない」と回答した方が 40.6%を占めました。 

 

■図 24 介護、看護等の相談窓口として知っているもの（利用したことがあるもの） 

 

                                          令和 5年度県政世論調査 
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（５）地域包括支援センター＊の認知度 

 令和 5 年度県政サポーターアンケートの調査によると「あなたは「地域包括支援セン

ター＊」という機関を知っていますか。」という問いに対し、「よく知っている」が

19.2％、「ある程度は知っている」が 29.7％で合計 48.9％となっています。 

 年代別にみると 10～20 代が 32.4%、30 代が 37.3％、40 代が 39.1％、50 代が 48.7％、

60 代が 56.1％、70 代以上が 58.0％となっており、年齢が上がるにつれて、認知度が上

がっていくことがわかります。しかしながら 30～50 代のいわゆる働き盛りの世代におい

ては、43.7％に留まっています。 

 

■図 25 地域包括支援センター＊の認知度
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２－２－２ 仕事と介護をめぐる状況 

（１）介護離職者数の推移 

 雇用動向調査によると「介護・看護」を理由とした離職者数は 2006 年に 4万 7,800 人

でしたが、2013 年には 9万 3,700 人となり、以降、増減はあるものの 7～10 万人で推移

しています。 

 

■図 26 介護・看護を理由とする離職者数（全国） 

                    厚生労働省「雇用動向調査（2006～2022 年）」を基に作成 

 

（２）ビジネスケアラー＊の増加 

 令和 4 年就業構造基本調査によると、本県内の 15 歳以上人口 648 万 700 人のうち、

「介護をしている」のは 34 万 7,000 人（5.4%）いることがわかっています。 

 このうち、有業者（ふだん収入を得ることを目的として仕事をしている者及び仕事は

持っているが現在は休んでいる者）が 20 万 3,700 人おり、年齢別に見ると 40 歳～59 歳

の働き盛りの世代が 62.1%を占めています。 

※ここでいう、ふだん家族の「介護をしている」とは、日常生活における入浴・着替

え・トイレ・移動・食事などの際に何らかの手助けをする場合をいい、介護保険制度の

要介護認定を受けていない人や、自宅外にいる家族の介護も含まれます。ただし，病気

などで一時的に寝ている人に対する介護は含まれません。 
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■表 3 本県の年代別介護者数

 
                               総務省「令和 4年就業構造基本調査」を基に作成 

 

 経済産業省では高齢化の進行に伴い、日本全体で仕事をしながら家族の介護に従事す

るビジネスケアラー＊の数が増加し、2030 年には、ケアラーのうち約 4割（約 318 万

人）がビジネスケアラー＊になる見込みと推計しています。今後、仕事と介護に関する問

題の顕在化が進むと予想され、仕事と介護の両立困難による労働生産性損失等により、

その経済損失は 2030 年には約 9.1 兆円と見込まれています。 

 

■図 27 家族介護者・ビジネスケアラー＊・介護離職者の人数の推移（全国） 

経済産業省「令和 4年度ヘルスケアサービス社会実装事業（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査）」より 

有業者 無業者

介護を
している者

 （A）

介護を
している者

 （B）

30歳未満 1,098,000 10,700 5.3 5,500 2.7 5,200 3.6

30～39歳 825,900 16,000 7.9 12,500 6.1 3,400 2.4

40～49歳 1,063,100 48,000 23.6 36,400 17.9 11,600 8.1

50～59歳 1,074,500 118,700 58.3 90,100 44.2 28,700 20.0

60～69歳 823,200 85,400 41.9 45,700 22.4 39,600 27.7

70歳以上 1,596,100 68,100 33.4 13,500 6.6 54,600 38.1

合計 6,480,700 347,000 100.0 203,700 100.0 143,200 100.0

15歳以上人口
介護を

している者
（A）＋（B）

構成比
％

構成比
％

構成比
％
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（３）企業における従業員、労働者の介護の実態の把握状況 

 経済産業省の東証プライム市場上場の全企業を対象とした調査（1,812 社のうち 113 社

が回答）によると、約 5～6 割の企業が従業員の現時点の介護の状況について把握を行っ

ていないことがわかります。 

  

■図 28 従業員の現時点の介護の状況の把握（東証プライム上場企業を対象に実施） 

経済産業省「令和 4年度ヘルスケアサービス社会実装事業（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査）」より 

 

 また、本県が県内企業を対象に実施した「令和 4 年度埼玉県就労実態調査」（県産業労

働部）によると、家族等の介護をしている労働者の実態把握方法として、中小企業では

「介護を抱えていそうな人に対して声を掛けるなど、普段から把握に努めている」が最

も多く 41.7％、次いで「定期的に実施する人事面談等で状況を確認している」が 31.3％

の順となっており、大企業では「介護休暇など、制度の利用申請の際に把握している」

が最も多く 44.9％、次いで「定期的に実施する人事面談等で状況を確認している」が

37.7％の順となっています。しかしながら、中小企業の 28.3％、大企業の 23.2％が「と

くに把握していない」と回答しています。 

 さらに、仕事と介護の両立支援の課題として、中小企業、大企業ともに「代替要員を

確保することが難しい」ことや「人員配置や業務分担が難しい」が回答の多くを占める

一方で、中小企業の 48.1％、大企業の 39.5％が「これまで事例がないのでわからない」

と回答しています。 
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■図 29 介護を抱える労働者の実態把握方法（割合） 

                                     令和 4年度埼玉県就労実態調査 

 

■図 30 仕事と介護の両立を支援する上での課題（割合） 

                                     令和 4年度埼玉県就労実態調査 
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２－２－３ 大学生・短大生のケアラーの状況 

 県内の大学、短期大学に通う学生約 11 万人を対象に家族介護者等に関する実態調査を

実施しました。令和 5年 9 月 15 日～10 月 13 日まで調査を実施し、1,409 人から回答を得

ました。 

 

（１）お世話をしている家族の有無 

 家族の中にお世話をしている人の有無については、「現在いる」が 7.2%、「現在はいな

いが、過去にいた」が 6.2%となっています。 

 

■図 31 お世話をしている家族の有無 

（２）ケアの状況 

① お世話をしている（いた）家族 

 お世話を必要としている（いた）家族について、「現在いる」方においては、「祖母」

の割合が最も高く 36.3%、次いで「母親」が 25.5%、「きょうだい」が 23.5%となってい

ます。 

 

■図 32 お世話を必要としている（いた）家族 
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② お世話を必要としている（いた）方の状況 

 お世話を必要としている（いた）方の状況について、「現在いる」方においては、「高

齢」の割合が最も高く 44.1%、次いで「要介護（介護が必要な状態）」が 39.2%、「精神

疾患（疑い含む）」が 16.7%となっています。 

 

■図 33 お世話を必要としている（いた）方の状況 
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③ 行っている（いた）お世話の内容 

 行っている（いた）お世話の内容について、「現在いる」方においては、「家事（食事

の準備や掃除、洗濯）」の割合が最も高く 55.9%、次いで「外出の付き添い（買い物、

散歩など）」及び「見守り」が 44.1%、「感情面のサポート（愚痴を聞く、話し相手にな

るなど）」が 38.2%となっています。 

 

■図 34 行っている（いた）お世話の内容 
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④ お世話をしている（いた）頻度 

 お世話をしている（いた）頻度について、「現在いる」方においては、「ほぼ毎日」の

割合が最も高く 41.2%、次いで「週に１～２日」が 19.6%、「1 か月に数日」が 17.6%と

なっています。 

 

■図 35 お世話をしている（いた）頻度 

 

 

（３）お世話をすることで感じるきつさ 

 お世話をすることで感じるきつさについては、「特にきつさは感じていない」の割合が

最も高く 42.2%、次いで「精神的にきつい」が 40.2%、「時間的余裕がない」が 26.5%とな

っています。 

 

■図 36 お世話をすることで感じるきつさ 
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（４）お世話について相談した経験の有無 

① お世話について相談した経験の有無 

 お世話を必要としている家族のことやお世話の悩みを誰かに相談したことがあるかに

ついては、「ある」が 43.1%、「ない」が 56.9%となっています。 

 

■図 37 お世話について相談した経験の有無 

②相談していない理由 

 相談していない理由については、「誰かに相談するほどの悩みではない」の割合が最も

高く 53.4%、次いで「家族外の人に相談するような悩みではない」が 29.3%、「相談して

も状況が変わるとは思わない」が 25.9%、「家族のことのため話しにくい」が 19.0%、「相

談できる人が身近にいない」が 13.8%となっています。 

 

■図 38 相談していない理由 
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（５）大学・短大や周りの大人に助けてほしいことや、必要としている支援 

 大学・短大や周りの大人に助けてほしいことや、必要としている支援について、「現在

いる」方については、「特にない」の割合が最も高く 25.5%、次いで「自由に使える時間

がほしい」及び「家庭への経済的な支援」が 22.5%、「学費への支援・奨学金等」が

21.6%、「自分のいまの状況について話を聞いてほしい」が 16.7%となっています。 

 

■図 39 大学・短大や周りの大人に助けてほしいことや、必要としている支援  
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（６）普段の学校生活等においてあてはまるもの 

 普段の学校生活等においてあてはまるものについて、「現在いる」方については、「特

にない」の割合が最も高く 42.2%、次いで「課題や予習復習ができていないことが多い」

が 26.5%、「友人と遊んだり、話したりする時間が少ない」が 22.5%となっています。 

 

■図 40 普段の学校生活等においてあてはまるもの 
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（７）現在の悩みや困りごと 

 現在の悩み事や困りごとについて、「現在いる」方については、「進路・就職のこと」

の割合が最も高く 56.7%、次いで「病気や障がいのある家族のこと」が 50.0%、「家庭や

経済的状況のこと」が 43.3%、「自分と家族との関係のこと」が 40.0%、となっていま

す。 

 

■図 41 現在の悩みや困りごと 
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２－２－４ ケアラー支援の状況・課題 

 県内の市町村の高齢福祉担当課、障害福祉担当課、地域包括支援センター＊、基幹相談

支援センター＊及び市町村の障害者相談支援事業＊を受託している事業者（以下、基幹相談

支援センター＊等）を対象に調査を実施しました。 

 

（１）ケアラーからの相談 

① 相談実績の把握 

 「件数を把握している」は地域包括支援センター＊が 30.8%と最も高く、「件数は把握

していない」は市町村の高齢福祉担当課が 83.6%、「今までにケアラーに関する相談は

まったくなかった」は基幹相談支援センター＊等が 31.0%と最も高くなっています。 

 

■図 42 ケアラーからの相談実績の把握 
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② 相談件数を把握していない理由 

 「どこからがケアラーの相談か線引きができないため」が全機関共通で最も高くなっ

ています。 

 

■図 43 相談件数を把握していない理由 
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（２）相談対応に際しての課題 

 相談対応に際しての課題については、「悩みを抱えているケアラーを十分に把握できて

いない」が全機関共通で最も高く、次いで「ケアラーが抱える課題を十分に把握できて

いない」となっています。 

 

■図 44 相談対応に際しての課題 
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（３）あったら良い取組 

 あったら良い取組については、地域包括支援センター＊、基幹相談支援センター＊等で

は「ケアラーが体調急変時のための被介護者の一時預かり、見守りサービス」が共通し

て最も高く、次いで地域包括支援センター＊では「ケアラー向けの相談窓口」、基幹相談

支援センター＊等では「ケアラーが余暇を過ごすための被介護者の一時預かり、見守りサ

ービス」となっています。 

 一方で、市町村の高齢福祉担当課、障害福祉担当課では「ケアラー向けの相談窓口」

が共通して最も高く、次いで高齢福祉担当課では「ケアラーが余暇を過ごすための被介

護者の一時預かり、見守りサービス」、障害福祉担当課では「ケアラーの体調急変時のた

めの被介護者の一時預かり、見守りサービス」となっています。 

 

■図 45-1 あったら良い取組（地域包括支援センター＊、基幹相談支援センター＊等） 
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■図 45-2 あったら良い取組（市町村（高齢）、市町村（障害）） 
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２－２－５ ヤングケアラー支援の状況・課題 

 県内の市町村の児童福祉担当課、学校、県配置の SSW（スクールソーシャルワーカー＊）

を対象に調査を実施しました。 

 

（１）ヤングケアラーからの相談 

① 相談実績の把握 

 学校においては「今までにケアラーに関する相談はまったくなかった」が 73.6%と最

も高く、市町村の児童福祉担当課においては「件数は把握していない」が 71.6%と最も

高くなっています。 

 

■図 46 ヤングケアラーからの相談実績の把握 
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■図 47-1 相談件数を把握していない理由（学校） 

■図 47-2 相談件数を把握していない理由（市町村（児童）） 
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（２）相談対応に際しての課題 

 相談対応に際しての課題については、学校では「家庭の問題にどこまで踏み込んでい

いかわからない」が 60.5%と最も高く、次いで「ヤングケアラーが抱える課題を十分に把

握できていない」が 44.1%となっています。市町村の児童福祉担当課では「ヤングケアラ

ーを十分に把握できていない」が 61.2%と最も高く、次いで「ヤングケアラーが抱える課

題を十分に把握できていない」が 46.3%となっています。また、SSW においては、「ヤン

グケアラーを十分に把握できていない」が 51.6%と最も高く、次いで「ヤングケアラーが

抱える課題を十分に把握できていない」が 46.8%となっています。 

 

■図 48-1 相談対応に際しての課題（学校）  
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■図 48-2 相談対応に際しての課題（市町村（児童））  
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■図 48-3 相談対応に際しての課題（SSW） 
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51.6

46.8

43.5

35.5

33.9

29.0

9.7

6.5

3.2

3.2

1.6

21

4.8

ヤングケアラーを十分に把握できていない

ヤングケアラーが抱える課題を十分に

把握できていない

家庭の問題にどこまで踏み込んでいいかわからない

保護者の理解が十分に得られない

ヤングケアラーからの相談を受けられるような十分な

相談体制が整っていない

相談内容に応じた支援機関や地域資源等のつなぎ先を

把握できていない

相談後に、支援機関や地域資源につなぐことが

できていない

相談内容が複雑でどのように対応してよいか

わからない

行政側の理解が十分に得られない

学校側の理解が十分に得られない

業務が忙しく、ヤングケアラーへの対応までできない

その他

特に課題と感じることはない

0% 20% 40% 60% 80% 100%
SSW（n=62）
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■図 49 あったら良い取組 
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ヤングケアラー向けの相談窓口

ヤングケアラーのための配食サービス、

家事援助サービス

ヤングケアラーのための居場所づくり

（子ども食堂や学習支援教室等も含む）

物品支援／金銭的支援

ヤングケアラーが余暇を過ごすための

被介護者の一時預かり・見守りサービス

家族介護教室

進学先の学費の情報や

奨学金の情報の提供

公的支援サービスの一覧

地域資源の一覧

ヤングケアラー・元ヤングケアラー

同士の交流会

ヤングケアラーのための就労支援

金銭管理等の家計支援

ヤングケアラーがケアから一時的に

離れるための宿泊施設

相続、成年後見などの法務相談

その他

特にない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校(n=1,325) 市町村【児童】（n=67） SSW（n=62）
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２－３ 実態調査やこれまでの取組等の結果を踏まえた課題 

１ 社会的認知度の向上 

 令和 2年 3 月に「埼玉県ケアラー支援条例」が全国初の条例として制定されたことや新

聞やテレビなどで、ヤングケアラーを中心に報道される機会が増えたことで、その認知度

は近年急速に上昇しました。 

 しかしながら、現在でも介護は家族が担っていることが多いこともあり、「家族が介護

をするのは当たり前」という考えはまだまだ根強く、ケアラーが声を上げづらい状況があ

ります。 

 今後は、ケアラーの存在を広く県民等に知ってもらうだけでなく、ケアラー自身に対し

ても周りに助けを求めてよいということについての啓発や具体的な相談窓口についての周

知もさらに行っていく必要があります。 

２ 複合課題の増加と包括的な支援体制の構築 

 公的福祉サービスについては、これまで高齢者・障害者・子ども・生活困窮者等の福祉

分野ごとに、それぞれの相談支援機関による支援の充実が図られてきました。 

 しかし、現場ではケアラーをはじめ、複合課題を抱える人・世帯が増加しており、分野

ごとの相談支援体制では十分に対応できない状況となっています。そのため、市町村関係

各課、各分野の相談支援機関の連携がこれまで以上に必要になっています。 

 ケアラーをはじめとした複合課題を抱える人・世帯を支援していくため、市町村の実情

に応じて、重層的支援体制整備事業＊の活用など、包括的な支援体制の構築を進めていく

必要があります。 

３ 孤立の防止 

 ケアラーの中には、多種多様な悩みを抱えながらも身近に相談する相手がいない状況の

方も多くいます。そうした地域で孤立しがちなケアラーにとって安心できる居場所が必要

です。ケアラーが信頼して相談できる居場所として、介護者サロン*の普及を進めてきまし

たが、まだまだどこでも身近にあるという状況ではありません。 

 今後は、引き続き介護者サロン＊の普及を進めるとともに、その担い手も育成していく

必要があります。 

４ 介護離職の防止 

 ビジネスケアラー＊は 2030 年に約 318 万人に達し、介護離職や仕事と介護の両立困難等

による経済損失は約 9.1 兆円と推計されています。一方で、高齢の親の介護については、

ケアの中でも事前に備えられるケアであるものの、多くの方が備えていない状況です。ま

た、身近な介護の相談機関である地域包括支援センター＊の認知度も高くありません。 
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 介護が始まる前の方も含め、知識の習得や心構え等の事前の準備を促していくとともに

企業側の理解や体制整備を促し、ビジネスケアラー＊の介護離職を防止していく必要があ

ります。 

５ 支援を担う関係機関の人材の育成 

 これまで、ケアラーにとって身近な相談機関である地域包括支援センター＊、担当のケ

アマネジャー、障害の相談支援事業所＊職員などを中心にケアラー支援について理解をも

った人材の育成を進めてまいりました。 

 しかしながら、令和 5年度に各支援機関を対象に実施した実態調査の結果では「ケアラ

ーからの相談件数を把握していない」又は「今までにケアラーからの相談はまったくなか

った」という回答が約 7～9 割を占めています。引き続き研修や啓発を通じてケアラーに

ついて理解を深めていくほか、各機関において個別のケースを把握し、支援に繋げられる

ような人材を育成していく必要があります。 

６ ヤングケアラーの支援体制の構築 

 これまで、ヤングケアラー本人にとって「信頼できる大人」を増やすため、教育・福祉

合同研修の実施や、民生委員＊・児童委員＊、こどもの居場所＊運営者等を対象に人材育成

に取り組んできました。また、ヤングケアラーが困ったときに SNS で気軽に相談できる窓

口として「埼玉県ヤングケアラーチャンネル」を設置し、具体的な支援に繋がった事例も

出てきています。 

 しかしながら、令和 5年度に各学校を対象に実施した実態調査の結果では「今までにヤ

ングケアラーに関する相談はまったくなかった」という回答が約 7 割を占めていました。

「家族のことなので話したくない」など、子供が相談することをためらうケースも考えら

れ、引き続きヤングケアラー本人が相談しやすい環境づくりとともに、研修や啓発を通じ

て、ヤングケアラーについて、教職員の理解を深めていく必要があります。 

 また、子供たちの居場所づくりも重要です。今後も、こども食堂＊をはじめとしたこど

もの居場所＊の普及に取り組んでいく必要があります。 

 さらに、ヤングケアラーが関わる課題は 18 歳を超えてもなお続きます。令和 5年度に

大学生・短大生を対象に実施した実態調査の結果では、回答者の 7.2%が「お世話をする家

族がいる」と回答しており、経済面や、就職に不安を感じていることが伺えます。困難を

抱える若者ケアラー＊の相談支援、就労支援についても進めていく必要があります。 
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第３章 計画の理念と施策体系 
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１ 計画の基本理念 
 第 2章で見てきたとおり、本県は後期高齢者の増加をはじめ、障害児者、医療的ケア児

＊、高次脳機能障害＊の方、難病の方などケアが必要な方が増えており、誰もが誰かをケア

する時代となってきています。また、単独世帯や共働き世帯の増加、核家族化や少子高齢

化の進行により、家族の単位は小さくなり、家族だけで支えられる環境ではなくなってい

る現状があります。 

 しかしながら、そうした中でも「家族が介護するのは当たり前」という意識は変わらず

根強く残っており、この意識と現状とのギャップが、自身がケアラーであることへの認識

のしづらさ、他者への相談のしづらさにつながっていると考えられます。 

 引き続き「家族が介護するのは当たり前」という根強い考え方から脱却し、全てのケア

を家族が担うのではなく、介護サービスのほか地域住民による助け合いや、休息の必要性

への理解を広めることなどにより、ケアラーを支えていく社会に転換していく必要があり

ます。 

 第２期埼玉県ケアラー支援計画においても、第１期と同様に埼玉県ケアラー支援計画第

３条の基本理念と軌を一にし、以下のとおり基本理念を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全てのケアラーが個人として尊重され、健康で文化的な生活を営

むことができる社会の実現 
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２ 施策の体系・数値目標 

（１）ケアラーを支えるための広報啓発の推進 

 広く県民に対しケアラーの存在について、そしてケアラー自身に対しても周

りに助けを求めてよいということについて、引き続き啓発します。 

 また、市町村や身近な介護の相談機関である地域包括支援センター＊等を周

知することで、ケアラーが支援につながるよう促します。 

（２）行政におけるケアラー支援体制の構築 

 認知症の人や障害のある方、難病疾患の方の介護・看護などケアラーがケア

する相手も多様であり、ケアラー自身の困りごとやケアラーがいる世帯が抱え

る課題も様々です。 

 県内の市町村において、複雑化・複合化した支援ニーズに対応できる包括的

な支援体制を構築します。また、重層的支援体制整備事業＊を実施する市町村

を支援します。 

（３）地域におけるケアラー支援体制の構築 

 ケアラーが地域で孤立することがないよう、いわゆる介護者サロン＊などの

場づくりと住民同士の助け合いや見守り体制づくりを進めます。また、その担

い手の育成に取り組むとともに、介護者サロン＊の認知度向上にも取り組みま

す。 

 

 

 

№ 指標名 現状値 目標値 

1 

ワンストップ型総合相談窓口や

複合課題を調整するチームの設

置市町村数 

51 市町村 

（令和 5 年 4 月 1 日） 

全市町村 

（令和 9 年 4 月 1 日） 

№ 指標名 現状値 目標値 

2 
介護者サロン＊を設置する市町

村数 

55 市町村 

（令和 5年 4 月 1日） 

全市町村 

（令和 9年 4 月 1日） 
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（４）企業におけるケアラー支援体制の構築 

 働く現役世代のケアラーの介護離職を防止していくため、介護が始まる前の

方も含め、相談先をはじめとした知識の習得や心構え等の事前の準備を促して

いくとともに、企業の理解や体制づくりを後押しし、ケアラーが仕事と介護を

両立できる体制を構築します。 

№ 指標名 目標値 

3 
ビジネスケアラー＊に関する 

セミナー等受講企業数 

2,000 企業 

（令和 6～8 年度の累計） 

№ 指標名 現状値 目標値 

4 
地域包括支援センター＊の認知

度（30～50 代） 

43.7% 

（令和 5 年度） 

70.0% 

（令和 8 年度） 

（５）ケアラーを支える人材の育成 

 関係機関を対象とした研修において、アセスメントシートの活用等により、

ケアラーの置かれている状況や悩みなどを適切に把握し、支援に繋げることが

できる人材を育成していきます。 

 また、地域の住民に対しても、支援の担い手として、ケアラー支援への理解

を促していきます。 

（６）ヤングケアラー支援体制の構築・強化 

 教育機関等と福祉部門が連携して支援できる体制を構築します。 

 あわせて、ヤングケアラーも含めた子供たちの居場所づくりを進めるほか、

若者ケアラー＊についても切れ目なく支援していきます。 

№ 指標名 現状値 目標値 

6 
ヤングケアラー支援のための 

教育・福祉合同研修の受講者数 

1,078 人 

（令和 3～5 年度の累計） 

2,000 人 

（令和 3～8 年度の累計） 

№ 指標名 現状値 目標値 

7 こどもの居場所＊の数 
628 か所 

（令和 4 年度） 

800 か所以上 

（令和 8 年度） 

№ 指標名 現状値 目標値 

5 ケアラー支援を担う人材育成数 
3,590 人 

（令和 3～5 年度の累計） 

6,000 人 

（令和 3～8 年度の累計） 
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基 本 目 標 施            策 個 別 項 目 
１ ケアラーを支えるため

の広報啓発の推進 
ケアラーに関する啓発活動 

２ 行政におけるケアラー
支援体制の構築 

1 相談支援体制の整備 市町村におけるケアラーへ
の相談支援体制の構築 

2 多様なケアラーへの支援 

認知症の方や高齢の方をケ
アするケアラーへの支援 
障害者の方をケアするケア
ラーへの支援 
高次脳機能障害の方をケア
するケアラーへの支援 
医療的ケアを必要とする児
童をケアするケアラーへの
支援 
小児慢性特定疾病児童をケ
アするケアラーへの支援 
難病患者をケアするケアラ
ーへの支援 

3 子育てしながら介護を担うダブルケアへの支援 
4 ケアラーの生活支援 

３ 地域におけるケアラー
支援体制の構築 

１ケアラーが孤立しない地域づくり 

２地域の見守り体制・地域
住民同士の助け合いの拡充 

民生委員・児童委員の活動支
援 
地 域 の 支 え 合 い の 取 組 、
NPO・ボランティア団体・自
治会の地域活動への支援 

４ 企業におけるケアラー
支援体制の構築 １ビジネスケアラーの仕事と介護の両立支援の推進 

５ ケアラーを支える人材
の育成 

１ケアラー支援への対応能力向上・連携強化 
２ケアラー支援を担う県民の育成 

６ ヤングケアラー支援体
制の構築・強化 

１学校におけるヤングケアラー支援体制の構築 
２行政・地域におけるヤングケアラー支援体制の構築 
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第４章 施策の展開 
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基本目標１ ケアラーを支えるための広報啓発の推進 

1 ケアラーに関する啓発活動 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

1  ケアラーに関する理解を促進するため、啓発事業を推進します。 

2 

 ケアラー支援に関する集中的な広報啓発期間の実施など、県、県民、市

町村、事業者、関係機関、民間支援団体が連携した啓発活動を実施しま

す。 

3 
 認知症の人、その家族及び認知症介護に携わる介護者等に対して、知識

の普及・啓発・研修を実施します。 

4 
 医療機関の専門職等の研修を通じて、ケアラーへの支援に関する理解

促進を図ります。 

5 
 児童生徒及び学校関係者等のヤングケアラーに関する理解を促進する

ため、元ヤングケアラーや専門家等を講師とする出張授業を実施します。 
 

 

■関連する主な取組・支援 

① 

 認知症本人大使「埼玉県オレンジ大使＊」を任命し、活動

していただくことにより、認知症や本人及びケアラーへの

理解を深めます。 

福祉部 

② 

 認知症サポーターやキャラバン・メイト＊養成を推進する

とともに、小学校・中学校・高校などにおける養成講座を

さらに拡充します。 

福祉部 

 ケアラー・ヤングケアラーという言葉の認知度は大幅に向上したものの、

現在でも介護は家族が担っていることが多いことからも、まだまだケアラー

が声を上げづらい状況があると推察されます。 

 ケアラーへの理解を広めるための啓発活動を行っていくとともに、ケアラ

ー自身に対し、周りに助けを求めてよいということの啓発や相談窓口等に関

する周知が求められています。 
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③ 
 「埼玉県共助の総合ポータルサイト」、フェイスブックに

より、共助の取組を発信します。 
県民生活部 

④ 
 障害者の特性に応じた、専門性の高い知識と技術の習得

を目的とする研修を実施し、障害者への質の高いサービス

の提供を行える人材を確保します。 

福祉部 

⑤ 
 障害や障害者等に関する正しい知識の普及に努め、ケア

を受ける人やケアラーに対する誤解や偏見、無理解を解消

し、一層の理解を推進します。 

福祉部 

⑥ 
 障害児（者）やその家族からの相談対応や啓発などを行

う団体の活動を通じて県民の理解を深め、ノーマライゼー

ション＊の理念の浸透を促進します。 

福祉部 

⑦ 
 児童生徒や保護者をはじめとする県民の豊かな人権感覚

を育むため、人権を尊重した教育を推進します。 
教育局 
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基本目標２ 行政におけるケアラー支援体制の構築 

2-1 相談支援体制の整備  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

 市町村におけるケアラーへの相談支援体制の構築 

6 

 ケアラーからの相談などに対応するため、包括的な相談支援体制の整

備に取り組む市町村に対し、アドバイザーの派遣、先進事例の紹介、市町

村職員等への研修などを行います。 

7 
 重層的支援体制整備事業＊に取り組む市町村に対し、アドバイザーの派

遣、先進事例の紹介、市町村職員等への研修などを行います。 
 

■関連する主な取組・支援 

⑧ 

 地域包括支援センター＊及び在宅医療連携拠点＊を支援

するとともに、地域における認知症の方への対応力を強化

していく観点から在宅医療・介護連携推進事業を実施する

市町村を支援します。 

福祉部 

保健医療部 

⑨ 

 障害者とその家族に対する相談支援の充実を図るため、

児童相談所＊、保健所、更生相談所＊、精神保健福祉センタ

ー＊、発達障害者支援センター＊及び高次脳機能障害者支援

センター＊などの専門機関としての機能の充実を図り、各種

相談事業を推進します。 

福祉部 
保健医療部 

⑩ 

 圏域ごとに保健、医療、福祉の関係者による協議の場を

設置することによって、精神科医療機関、地域援助事業者、

市町村などが情報を共有し、重層的な連携による支援体制

を構築します。 

福祉部 

 認知症の人や障害のある方、難病疾患の方の介護・看護などケアラーがケ

アする相手も多様であり、ケアラー自身が抱える困りごとやケアラーがいる

世帯が抱える課題も様々です。 

 ケアラーが気軽に相談できる窓口の設置や、複雑化・複合化した支援ニー

ズに対応できる包括的な支援体制の構築が求められています。 
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⑪ 

 市町村の障害者相談支援事業＊の実施を支援し、様々な福

祉サービスの利用や自立のための相談体制を充実するた

め、市町村相談支援体制の中核的役割を担う協議会（市町

村が設置する障害者総合支援法＊上の「協議会」）への専門

部会の設置や基幹相談支援センター＊の設置など、障害者と

その家族のニーズにきめ細やかに対応できるような体制づ

くりを支援します。 

福祉部 

⑫ 
 地域生活支援拠点等＊を市町村又は各圏域に少なくとも

一つ整備するよう各市町村と連携して取り組みます。 
福祉部 
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2-2 多様なケアラーへの支援  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

 ①認知症の方や高齢の方をケアするケアラーへの支援 

8 

 ショートステイやデイサービスの活用など、一時的に休息しリフレッ

シュできる環境を整備し、必要な時に利用できるようサービスの充実と

ケアラーへの周知に市町村と連携して取り組みます。 

9 

 認知症の人やその家族に対し、介護経験のある方が対応する電話相談

窓口や交流集会等の開催により、認知症の知識や介護技術の提供及び精

神面の支援を行います。 

 

 ②障害者の方をケアするケアラーへの支援 

10 

 ショートステイやデイサービスの活用など、一時的に休息しリフレッ

シュできる環境を整備し、必要な時に利用できるようサービスの充実と

ケアラーへの周知に市町村と連携して取り組みます。 

11 

 身体障害者・知的障害者の家族の悩み等に関する相談会や研修会、交流

会を行う家族会等の団体の活動を支援するとともに、市町村の相談員の

スキル向上を図ります。 

12 

 精神障害者の家族（精神障害のある親を持つ子供を含む。）を対象に交流

会を実施し、障害者を支える家族が相談相手になるとともに、家族同士の

交流の機会を持つ「精神障害者の家族による家族支援」に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 認知症の人や障害のある方、難病患者の方の介護や看護などを行う多様な

ケアラーが存在します。ケアされる方の状態によってケアラーが必要とする

支援も多種多様です。 

 ケアラーの置かれた状況に応じて適切な支援が行き届く体制づくりが求め

られています。 
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 ③高次脳機能障害＊の方をケアするケアラーへの支援 

13 

 高次脳機能障害＊当事者とその家族に対する地域での支援を充実する

ため、医療、福祉、介護などの支援に関わる職員に対する研修やピアカウ

ンセリング＊などを実施します。 

14 
 高次脳機能障害＊当事者や家族の相談を受ける電話相談と地域交流（相

談）会を実施し、支援につなげます。 

 

 ④医療的ケアを必要とする児童をケアするケアラーへの支援 

15 

 医療的ケアを必要とする超重症心身障害児＊等を在宅で介護する家族

が一時的に休息しリフレッシュできる環境を充実するため、対象児等を

ショートステイ及びデイサービスで受け入れた施設を支援します。 

16 

 専門的な相談や情報提供及び関係機関等との連絡調整などを行う医療

的ケア児等支援センター＊を運営し、医療的ケアを必要とする障害児等と

その家族が地域で安心して生活できるよう支援します。 

 

 ⑤小児慢性特定疾病児童をケアするケアラーへの支援 

17 

 小児慢性特定疾病児童等を養育している親等が日常生活を送る上で抱

えている不安や悩みに対して、小児慢性特定疾病児童等を養育していた

親等による助言及び相談等を行うピアカウンセリング＊を実施し、小児慢

性特定疾病児童等を養育している親等の負担軽減を図るとともに、子供

の日常生活における健康の保持増進及び福祉の向上を図ります。また、必

要なピアカウンセラーを養成します。 

 

 ⑥難病患者をケアするケアラーへの支援 

18 

 難病患者の療養生活の確保とそれを支えるケアラーの福祉の向上を目

的に、人工呼吸器を装着している病状安定在宅難病患者を対象にした一

時的入院を行います。 

19 
難病相談支援センター＊において、難病患者とその家族の療養生活等を支

援します。 
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■関連する主な取組・支援 

⑬ 

 地域包括支援センター＊、民生委員＊・児童委員＊、自治体、

ボランティア、ライフライン事業者が連携した要援護高齢

者等支援ネットワークを充実させ、高齢者等の見守り体制

の整備を支援します。 

福祉部 

⑭ 
 若年性認知症＊に関するリーフレットの配布、県の専門相

談窓口の設置と相談窓口への若年性認知症支援コーディネ

ーター＊の配置などを推進します。 

福祉部 

⑮ 
 若年性認知症＊の人の就労継続等支援を行います。また、

若年性認知症カフェ＊など若年性認知症＊の人の活動の場

の拡大等を図ります。 

福祉部 

⑯ 

 障害者の自立した生活を支援するため、ホームヘルプサ

ービスなどの訪問系サービスを充実し、全ての障害者を対

象とした事業所の拡充とサービスの質の向上を図ります。

また、障害児（者）生活サポート事業や全身性障害者介助

人派遣事業＊を実施する市町村を支援します。 

福祉部 

⑰ 
 障害児やその家族が、身近な地域で継続的な相談を受け

られる体制を構築するため、障害児支援利用計画＊を作成す

る相談支援事業所＊の運営を支援します。 

福祉部 

⑱ 
 子供が発達障害＊と診断された親等に対し、発達障害＊の

子供を育てた経験のある親（ペアレントメンター）が先輩

として適切な情報提供をするなど支援します。 

福祉部 

⑲ 

 高次脳機能障害＊当事者及びその家族が、身近な地域で適

切な支援が受けられるよう、総合リハビリテーションセン

ター＊に設置した高次脳機能障害者支援センター＊を核と

して、市町村、相談支援事業所＊、医療機関などと連携を密

にし、支援のネットワークを構築します。 

福祉部 

⑳ 
 医療的ケアが必要な障害児が適切な支援を受けられるよ

う、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関の連

携促進に努めます。 

福祉部 
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㉑ 
 医療的ケアが必要な障害児に対する総合的な支援体制の

構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーを養成し、市町村への配置を促進します。 

福祉部 

㉒ 

 精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい生活

ができるよう、地域移行支援＊や地域定着支援＊など、精神

障害（発達障害＊及び高次脳機能障害＊を含む。）にも対応し

た地域包括ケアシステムの構築に取り組む市町村を支援し

ます。 

福祉部 

㉓ 
 保健師等による家庭訪問による指導や、難病患者や家族

支援を行う訪問相談員の育成を行います。 
保健医療部 

㉔ 
 難病に関する地域の医療体制や患者の支援体制を一層充

実させるほか、増え続ける患者への支援に迅速・的確に対

応していきます。 

保健医療部 

㉕ 
 男女共同参画に関する、個人の抱える様々な悩みや問題

について相談に応じます。 
県民生活部 

㉖ 

 ひきこもり＊状態にある本人やその家族に対する相談体

制等を整備し、本人の意思を尊重した支援を行うとともに、

関係機関・団体とのネットワークの構築及び情報発信を行

います。 

保健医療部 
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2-3 子育てしながら介護を担うダブルケアへの支援  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

20 

 子育てしながら介護を担うケアラーも含めて相談に応じ、子育て家庭

が地域で孤立しないよう地域子育て支援拠点＊を整備するとともに、質

の充実を図ります。 

21 

 こども家庭センター＊において、妊産婦や保護者が介護等のケアを担っ

ている状態であることに気づいた場合には、福祉部門等との連携により

適切な支援を行います。 

 

 

■関連する主な取組・支援 

㉗ 

 地域で子育て支援を行いたい方と支援を受けたい方とを

コーディネートし、地域での子育ての支え合い機能を調整

するファミリー・サポート・センターが各市町村に整備さ

れるよう運営を支援します。 

福祉部 

㉘ 

 子育て家庭が抱える複雑で様々な悩みにきめ細かく対応

できる体制を整備します。また、こども家庭センター＊をは

じめ母子保健施策と子育て支援施策が連携して、支援を必

要とする子育て家庭のニーズを把握し、支援の実施を目指

します。 

福祉部 
保健医療部 

 晩婚化に伴う女性の出産年齢の高齢化や核家族化の進展などにより、子育

てと親の介護を同時に行うダブルケアと呼ばれる問題に直面する方の増加が

見込まれます。ダブルケアの状態になると、育児と介護の両方が重なり、身

体的、精神的負担が大きくなるため、悩みを共有できる人や機関が少なく孤

立しがちになる、仕事との両立が困難となり離職につながる可能性がある、

ケアに割く時間が多くなり育児への影響が懸念されるなどの問題が生じるこ

とがあります。 

 このため、地域全体で子育て家庭を応援し、子育て中のケアラーが孤立し

ないよう、地域における支援拠点の整備・充実が求められています。 
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㉙ 

 子育てに悩むケアラーからの相談について、子供に関す

る相談を受け付ける「子どもスマイルネット＊」において、

本人の気持ちに寄り添って話を聞き、悩みに関する助言等

を行います。 

福祉部 

㉚ 

 市町村が児童福祉施設・里親等と連携して実施する短期

入所生活援助（ショートステイ）事業＊及び夜間養護等（ト

ワイライトステイ）事業＊の拡充を図り、家庭養育が適切に

行われるよう支援します。 

福祉部 

㉛ 

 生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育

て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行うととも

に、養育支援が必要な家庭に支援を行う市町村を支援しま

す。 

保健医療部 

㉜ 

 介護・子育て等と仕事との両立に悩む勤労者を対象に、

専門の相談員が電話等による相談を受け、情報を提供する

ことで、介護や育児に伴う休暇・休業の取得等、さまざま

な制度及びサービスの活用を促し、離職を防止し、仕事と

の両立を支援します。 

産業労働部 

㉝ 
 企業や事業所からの依頼に基づき、専門の相談員がアド

バイザーとして出向き、両立のための雇用環境の整備や支

援制度の導入などのアドバイスを行います。 
産業労働部 

再

掲 
 男女共同参画に関する、個人の抱える様々な悩みや問題

について相談に応じます。 
県民生活部 
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2-4 ケアラーの生活支援 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

22 

 生活困窮の状態にあるケアラーを支援するため、相談窓口において生

活困窮者が抱える課題に応じて、生活困窮者自立支援制度の活用など自

立支援を行います。 

 

■関連する主な取組・支援 

㉞ 
 生活困窮世帯及び生活保護世帯の子供に対し、学習支援

事業の実施により、将来の自立に向けて支援します。 
福祉部 

㉟ 
 離職等により住居を失った方、または失うおそれのある

方に対して、一定期間家賃相当額を支給し、住居を確保し

た上で就職に向けた支援を行います。 
福祉部 

㊱ 
 直ちに就労することが困難な生活困窮者に対し、職業訓

練や就労体験を提供するなど、就職に向けた支援を行いま

す。 
福祉部 

㊲ 
 生活困窮者の家計収支を改善させ、早期の生活再建を支

援します。 
福祉部 

㊳ 
 生活困窮世帯や生活保護世帯の保護者を対象とした自立

支援の取組を推進します。 
福祉部 

㊴ 

 ひとり親家庭を支援するため、県の福祉事務所（埼玉県

母子・父子福祉センター）に専門の職員を配置し、就業相

談・就業情報の提供などを行うとともに、養育費の確保支

援などの支援を行います。また、就業に向けた資格の取得

福祉部 

 継続的な介護は、経済的に大きな負担が伴います。また、介護をきっかけ

に退職することにより生活困窮に陥れば、ケアラーの健康的な生活にも影響

を及ぼしかねません。 

 生活困窮者の状態にあるケアラーに早期に気づくため、福祉・保健部門に

限らず様々な部門・関係機関と連携するとともに、自立に向けた支援の充実

が求められています。 
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や就職・転職の支援、高等職業訓練促進給付金などの支給

を行います。 

㊵ 
 児童扶養手当の支給、福祉資金の貸付けなどにより、経

済的に厳しい状況にあるひとり親家庭を支援します。 
福祉部 

㊶ 
 地域の実情を踏まえながら、質の高いサービス付き高齢

者向け住宅＊などの整備を促進します。 
都市整備部 

㊷ 
 市町村域や圏域での居住支援協議会等の連携体制づくり

を促進します。 
都市整備部 
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基本目標３ 地域におけるケアラー支援体制の構築 

3-1 ケアラーが孤立しない地域づくり 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

23 
 市町村や市町村社会福祉協議会＊、地域包括支援センター＊、地域の団

体等による介護者サロン＊の立ち上げ・運営を支援します。 

24  介護者サロン＊に関する周知・啓発に取り組みます。 

25 
 こどもの居場所＊など、ヤングケアラーにとって安心して過ごせる場を

増やすために、地域で活動する団体等に働き掛けます。 
 

■関連する主な取組・支援 

㊸ 

 共に支え合う社会づくりのために、地域における先駆的

な取組や地域福祉事業の立ち上げ等を行う NPO*やボランテ

ィア団体等を支援します。 

福祉部 

㊹ 

 地域共生社会の実現に向けて、地域づくりの中核、プラ

ットフォーム（連携・協働の場）としての役割を担う市町

村社会福祉協議会＊を支援する埼玉県社会福祉協議会＊と

十分な連携を図ります。 

福祉部 

㊺ 
 県営住宅に入居している子供や地域の子供たちを対象に

NPO*が実施する学習支援や食事提供の場として県営住宅の

集会所を提供します。 

都市整備部 

 ケアに悩みを抱えるケアラーが身近な地域で集い、話し合える場を提供す

ることは、ストレスの解消につながります。いわゆる介護者サロン＊などの

場づくり、運営の支援が求められています。 

 さらに、集う場の拡大を図るため、地域で活動する NPO＊・ボランティア

団体等との連携を進めることが重要です。 
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㊻ 
 こども食堂＊などこどもの居場所＊づくりに取り組む団

体と、そうした団体を支援するフードバンクや企業などと

のネットワークが構築できるよう支援します。 

福祉部 

㊼ 
 こども食堂＊などの立ち上げ支援をするアドバイザーを

養成し、各地に派遣します。 
福祉部 
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3-2 地域の見守り体制・地域住民同士の助け合いの拡充 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

 ①民生委員＊・児童委員＊の活動支援 

26 

 地域で孤立しがちなケアラー等の把握や見守り、生活相談に対する助

言や、必要なサービスにつなげるなど大きな役割が期待される民生委員

＊・児童委員＊に対し、研修等を通じてケアラーへの支援に関する理解促

進を図り、活動を支援します。 

 

 ②地域の支え合いの取組、NPO＊・ボランティア団体・自治会の地域活動への支援 

 

■関連する主な取組・支援 

㊽ 

 民生委員＊・児童委員＊の活動を促進し、地域福祉の向上

を図るため、民生委員・児童委員協議会の活動を支援しま

す。 

福祉部 

㊾ 
 埼玉県社会福祉総合センターで運営する福祉研修センタ

ーにおいて、「民生委員・児童委員研修」を実施します。 
福祉部 

 ケアラーが日常的にケアする対象者の状態は様々であるため、県や市町村

の福祉、保健、教育等の各行政分野はもちろんのこと、県民や事業者、民間

支援団体も含めた社会全体で支えていかなければなりません。 

 特に、ケアラーを支援する関係機関として、NPO*などの民間支援団体の役

割は重要です。地域の NPO*やボランティア団体、自治会等の地域活動を通じ

て、ケアラー支援の担い手の輪を広げることが求められています。 

27 
 ケアラーを地域で支えるため、地域においてケアラー支援の取組や事

業の立ち上げ等を行う NPO*やボランティア団体等を支援します。 

28 

 市町村においてステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が

支援チームを作り、認知症の人や家族のニーズにあった具体的な支援に

つながる仕組みである「チームオレンジ*」が整備されるよう支援します。 

-70-



㊿ 

 市町村において、民生委員＊・児童委員＊など福祉関係者

や電気、ガス、新聞など高齢者と接する機会の多い事業者

を構成員とする「要援護高齢者等支援ネットワーク」の取

組を支援します。 

福祉部 

○51  

 認知症の人が行方不明になることを未然に防ぐため、徘

徊 SOS ネットワークの活用や地域での訓練の実施など地域

での見守り体制の構築を支援します。 

福祉部 

○52  
 NPO＊活動を更に展開するため、NPO＊の特性を生かしたア

イデア・視点で新たに実施する取組を支援します。 
県民生活部 

○53  
 彩の国市民活動サポートセンターの運営により、市民活

動やボランティア活動をサポートします。 
県民生活部 

○54  

 NPO＊の運営に必要な情報の収集や発信が容易にできる総

合的な双方向の情報システム「埼玉県 NPO 情報ステーショ

ン」を運営します。 

県民生活部 

再

掲 

 「埼玉県共助の総合ポータルサイト」、フェイスブックに

より、共助の取組を発信します。  
県民生活部 
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基本目標４ 企業におけるケアラー支援体制の構築 

4-1 ビジネスケアラー＊の仕事と介護の両立支援の推進  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

29 

 企業や事業所からの依頼に基づき、専門の相談員がアドバイザーとし

て出向き、両立のための雇用環境の整備や支援制度の導入などのアドバ

イスを行います。 

30 

 介護・子育て等と仕事との両立に悩む勤労者を対象に、専門の相談員が

電話等による相談を受け、情報を提供することで、介護や育児に伴う休

暇・休業の取得等、さまざまな制度及びサービスの活用を促し、離職を防

止し、仕事との両立を支援します。 

31 
 仕事と介護の両立支援のため、事業者等を通じて、勤労者に各種相談窓

口や介護休業制度、介護保険制度を周知します。 

32 

 企業における仕事と介護の両立支援体制の構築に向け、企業の経営者

や人事担当者等を対象にセミナーを行い、両立支援の重要性や介護休業

制度等の理解促進を図ります。 

33 

 企業の従業員に対して、介護にあたっての知識の習得や心構え等の事

前の準備の重要性も含めて周知を行うことで、ケアラーの仕事と介護の

両立を支援します。 
 

■関連する主な取組・支援 

○55  
 介護休暇等の取得を必要とする県職員のケアラーが、介

護休暇等を取得できるよう、職務上必要な配慮を行います。 
総務部 

 ビジネスケアラー＊は高齢者の増加等に伴い、増える傾向にあります。介

護を行わなければならない状況は突然訪れ、また、その期間も見込めないこ

とから、仕事と介護の両立が困難になることもあります。 

 仕事と介護の両立は、ケアラーにとっても、企業にとってもメリットがあ

るものです。介護と仕事の両立を実現していくため、個々人の備えを促すと

ともに企業における支援体制の構築が求められています。 
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○56  

 従業員等の健康に配慮した経営に取り組む事業所・団体

を「埼玉県健康経営実践事業所＊」として認定し、仕事と介

護の両立支援に関する情報を提供します。 

保健医療部 

○57  

 仕事と家庭の両立を支援するため、テレワークや短時間

勤務など、多様な働き方を実践している企業等を「埼玉県

多様な働き方実践企業＊」として認定し、県 HP 等で広く PR

します。 

産業労働部 
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基本目標5 ケアラーを支える人材の育成 

5-1 ケアラー支援への対応能力向上・連携強化  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

34 
 地域包括支援センター＊職員等に対し、ケアラーからの相談に対応する

ための研修を実施します。 

35 

 市町村及び市町村社会福祉協議会＊、地域包括支援センター＊、障害者

の相談支援事業所＊、地域子育て支援拠点＊等相談支援機関の職員に対し、

複合課題の対応や、地域の社会資源のネットワークを構築しコーディネ

ートする能力を高める研修を実施します。 

36 

 学校以外の地域でヤングケアラーの発見・把握、支援へのつなぎ役を育

成するため、民生委員*・児童委員*や民間支援団体等地域で活動している

方に対し、研修を実施します。 

37 
 介護支援専門員の法定研修等を通じて、仕事と介護の両立支援やヤン

グケアラーなども含めた家族支援等についての理解を促進します。 
 

■関連する主な取組・支援 

○58  

 障害者の多様な相談に応じて、その自立と社会参加を支

援するため、民生委員＊・児童委員＊、身体障害者相談員＊、

知的障害者相談員などの研修内容を充実し、その資質の向

上を図ります。また、様々な障害ごとに当事者やその家族

などによるピアカウンセリング＊も含めた身近な相談体制

を充実します。 

福祉部 

 多様なケアラーに対する支援を行うためには、多様な関係機関の職員の理

解を深めることが重要です。ケアラーの心身の健康、仕事と介護との両立、

生活困窮など、顕在化していない課題を抱える世帯に早期に気づき、支援に

つなげていくためにも、行政職員や団体職員、各種相談機関の職員などケア

ラー支援を担う人材の育成が求められています。 
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○59  

 発達障害＊に早期に気づき、早期に適切な支援ができる人

材を育成するため、保育士・幼稚園教諭、市町村職員、小

学校教員等を対象とした研修を実施します。 

福祉部 

○60  

 保育所、認定こども園＊、地域子育て支援拠点＊や児童館

＊の職員、ファミリー・サポート・センター事業に関わるコ

ーディネーターなどを対象とした研修を活用し、ケアラー

への理解を深めます。 

福祉部 

○61  

 介護離職を防ぐため、専門の相談員が市町村の地域包括

支援センター＊の職員及び介護支援専門員等に対し、介護を

しながら働くために知っておくべきこと、両立支援に関す

る法律や支援制度などの研修を実施します。 

産業労働部 

○62  
 生活困窮者に係る支援員向けの研修を実施し、人材の育

成を支援します。 
福祉部 

再

掲 
 保健師等による家庭訪問による指導や、難病患者や家族

支援を行う訪問相談員の育成を行います。 
保健医療部 
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5-2 ケアラー支援を担う県民の育成  

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

38 
 県政出前講座＊等により住民や関係団体にケアラー支援の必要性を啓

発します。 

39 
 認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守るため、認知症

サポーターを養成します。 

40 

 認知症の人や家族のニーズに合った具体的な支援を行うための仕組み

である「チームオレンジ＊」の整備を促進するため、市町村における認知

症サポーターに対するステップアップ研修の実施を支援します。 

 

■関連する主な取組・支援 

○63  

 県民に障害や障害者に対する正しい理解を普及するため

の啓発を行うとともに、手話の普及など障害特性に応じた

コミュニケーション手段の充実を図ることにより、障害の

ある人もない人も共に生きる共生社会＊の実現を図ります。 

福祉部 

○64  
 ボランティア活動など地域福祉活動の支援や、ボランテ

ィア参加の促進を図ります。 
福祉部 

○65  

 地域における福祉教育の一環として、子供から大人まで

広く県民を対象にした「彩の国ボランティア体験プログラ

ム事業」などのボランティア体験学習を促進するため、埼

玉県社会福祉協議会＊や市町村社会福祉協議会＊を支援し

ます。 

福祉部 

 様々な世代の地域住民にケアラー支援の担い手として活躍してもらうた

め、ケアラー支援の必要性の理解促進を図るとともに、参加するきっかけづ

くりを行い、県民がケアラーを支える機運を高めることが求められていま

す。 
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○66  

 埼玉未来大学、大学の開放授業講座（リカレント教育）＊

など、高齢者の地域社会に参加するためのきっかけづくり

や多様な学習の機会を提供します。 

福祉部 
県民生活部 

○67  
 老人クラブが行うボランティアなどの活動を支援しま

す。 
福祉部 

○68  
 シニアの地域デビューを後押しするため、魅力やノウハ

ウを発信します。 
県民生活部 

○69  

 県民に「埼玉県シラコバト長寿社会福祉基金」への寄附

を呼びかけることで、地域福祉活動に対する理解に努めま

す。 

福祉部 
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基本目標6 ヤングケアラー支援体制の構築・強化 

6-1 学校におけるヤングケアラー支援体制の構築 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

41 
 ヤングケアラーに対し、適切な対応や支援を行うため、教職員を対象と

した研修を充実します。 

42 

 ヤングケアラーに対して、福祉分野と教育分野が連携して適切な支援

を行う体制を構築するため、市町村福祉関係課職員、教育委員会職員、学

校の教職員等を対象とした合同研修を実施します。 

再

掲 
 児童生徒及び学校関係者等のヤングケアラーに関する理解を促進する

ため、元ヤングケアラーや専門家等を講師とする出張授業を実施します。 

43 
 県立高校において、ヤングケアラーに関する授業と学校の実情に応じ

たヤングケアラー支援策をセットにした、学校独自の取組を実施します。 

44 

 スクールカウンセラー＊やスクールソーシャルワーカー＊を活用すると

ともに、市町村が行う教育相談体制の整備を支援するなど、教育相談活動

を推進します。 

45 

 スクールカウンセラー＊やスクールソーシャルワーカー＊に対し研修を

通じて、ヤングケアラーへの支援に関する理解促進を図ります。 

 家族の介護や看護、日常生活上の世話をしているヤングケアラーは、将来

のための重要な時期にケアを担っています。家族や友人以外に相談相手がほ

とんどいない場合、悩みをどこに相談をしたらよいか分からず、その結果、

ヤングケアラーの存在が顕在化しにくくなっている可能性があります。 

 ヤングケアラーの心身の健やかな成長及びその自立、教育機会の確保が図

られるよう、子供たちが日中の多くの時間を過ごす場である学校において、

早期の発見・把握、そして関係機関とのスムーズな連携を行える体制の構築

が求められています。 
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46 

 学校には直接相談できない子供たちの様々な悩みや不安等に対応する

ため、電話やＳＮＳなどを活用した学校外の相談体制の整備に取り組み

ます。 

 

■関連する主な取組・支援 

○70  

 校内指導体制を確立し、児童生徒一人一人に対する理解

に基づいた生徒指導を推進するとともに、関係機関等と連

携・協働し、問題行動に対して組織的に対応する指導体制

の充実を支援します。 

教育局 

○71  

 人権尊重の理念や様々な人権問題に対する理解を学校・

家庭・地域において深めるため、人権教育の推進を図る協

議会を開催します。 

教育局 

○72  
 学習の遅れがちな生徒等を支える、地域の人材等を活用

した市町村の取組を支援します。 
教育局 

○73  

 私立学校内の相談体制の確立のためスクールカウンセラ

ー＊、スクールソーシャルワーカー＊等の配置に対する支援

を行います。 

総務部 
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6-2 行政・地域におけるヤングケアラー支援体制の構築 

■取組の方向性 

 

■県の主な取組・支援 

47 

 ヤングケアラーへの適切な支援につなげていくために、市町村の児童

福祉、高齢者福祉、障害者福祉担当課などの関係部署との連携が図られる

よう支援します。 

48 

 要保護児童対策地域協議会＊において関係機関や団体が連携して適切

に支援できるよう、ヤングケアラーに対する理解を深めるための周知を

図ります。 

49 

 若者ケアラー＊・ヤングケアラーが抱える悩みや問題等について気軽に

相談できるよう SNS を活用した相談窓口の設置やオンラインサロンの開

催等を行います。 

50 

 親子関係などの悩みに関し、子供たちが相談しやすいよう SNS を活用

した相談窓口により対応します。 

51 

 家族関係などに悩むヤングケアラーからの相談について、子供に関す

る相談を受け付ける「子どもスマイルネット＊」において、本人の気持ち

に寄り添って話を聞き、悩みに関する助言等を行います。 

52 

 県内の各地域においてヤングケアラーの支援体制が構築されるよう、

市町村等に対し、助言や情報提供等を行います。 

53 
 市町村が実施する、家事・育児等に対して不安・負担を抱えた子育て家

庭の居宅を訪問し家事・育児支援を実施する事業を支援します。 

 ヤングケアラーの心身の健やかな成長及びその自立、教育機会の確保が図

られるには、学校や教育委員会と福祉部門が連携して支援できる体制を構築

することが求められています。また、特に若者ケアラー＊においては、就職

など将来への悩みが顕在化しており、切れ目のない支援が必要とされていま

す。 

 さらに、行政機関に限らず、こどもの居場所＊など、地域の民間団体等と

も連携し、社会全体でヤングケアラーを見守る体制の構築が求められていま

す。 
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再

掲 
 こどもの居場所＊など、ヤングケアラーにとって安心して過ごせる場を

増やすために、地域で活動する団体等に働き掛けます。 

再

掲 

 こども食堂＊などの立ち上げ支援をするアドバイザーを養成し、各地に

派遣します。 

再

掲 

 学校以外の地域でヤングケアラーの発見・把握、支援へのつなぎ役を育

成するため、民生委員*・児童委員*や民間支援団体等地域で活動している

方に対し、研修を実施します。 

54 

 若者自立支援センター埼玉＊において、若者ケアラー＊も含めた職業的

自立に悩みを抱える若者とその家族を対象として、専門的な助言や就労

体験等を通して就労に向けた支援に取り組みます。 

55 

 埼玉しごとセンタ―＊において、若者ケアラー＊も含めた 39 歳以下及び

正社員経験の少ない 44 歳以下の方を対象に就職相談、セミナー等による

きめ細かい就職活動支援をします。 
 

■関連する主な取組・支援 

○74  

 困難を抱える若者の支援を円滑に行うため、支援機関・

団体のネットワークを形成し、情報共有や支援者のスキル

アップを図ります。 

県民生活部 

○75  

 子供たちの悩み相談を電話やチャットで受け止める NPO*

法人「さいたまチャイルドライン」や電話相談などを行う

民間支援団体の活動を支援します。 

保健医療部 

○76  
 各市町村において、子供の貧困状況を調査・把握し、効

果的な施策が展開できるよう働き掛けます。 
福祉部 

○77  

 子供の権利侵害の問題を解決するため、子どもの権利擁

護委員会＊において子供からの意見聴取を行い、子供の権利

擁護に取り組みます。また、専門家による委員会で審議し、

必要に応じて調査や是正の働き掛けなどを行います。 

福祉部 

再

掲 

 ケアラーからの相談などに対応するため、包括的な相談

支援体制の整備に取り組む市町村に対し、アドバイザーの
福祉部 
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派遣、先進事例の紹介、市町村職員等への研修などを行い

ます。 

再

掲 

 重層的支援体制整備事業＊に取り組む市町村に対し、アド

バイザーの派遣、先進事例の紹介、市町村職員等への研修

などを行います。 

福祉部 

再

掲 

 地域包括支援センター＊及び在宅医療連携拠点＊を支援

するとともに、地域における認知症の人への対応力を強化

していく観点から在宅医療・介護連携推進事業を実施する

市町村を支援します。 

福祉部 
保健医療部 

再

掲 

 障害者とその家族に対する相談支援の充実を図るため、

児童相談所＊、保健所、更生相談所＊、精神保健福祉セン

ター＊、発達障害者支援センター＊及び高次脳機能障害者

支援センター＊などの専門機関としての機能の充実を図

り、各種相談事業を推進します。 

福祉部 
保健医療部 

再

掲 

 圏域ごとに保健、医療、福祉の関係者による協議の場を

設置することによって、精神科医療機関、地域援助事業

者、市町村などが情報を共有し、重層的な連携による支援

体制を構築します。 

福祉部 

再

掲 

 市町村の障害者相談支援事業＊の実施を支援し、様々な

福祉サービスの利用や自立のための相談体制を充実するた

め、市町村相談支援体制の中核的役割を担う協議会（市町

村が設置する障害者総合支援法＊上の「協議会」。）への専

門部会の設置や基幹相談支援センター＊の設置など、障害

者とその家族のニーズにきめ細やかに対応できるような体

制づくりを支援します。 

福祉部 

再

掲 
 地域生活支援拠点等＊を市町村又は各圏域に少なくとも

一つ整備するよう各市町村と連携して取り組みます。 
福祉部 

再

掲 

 ショートステイやデイサービスの活用など、一時的に休

息しリフレッシュできる環境を整備し、必要な時に利用で

きるようサービスの充実とケアラーへの周知に市町村と連

携して取り組みます。 

福祉部 

再

掲 

認知症の人やその家族に対し、介護経験のある方が対応

する電話相談窓口や交流集会等の開催により、認知症の知

識や介護技術の提供及び精神面の支援を行います。 
福祉部 
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再

掲 

 身体障害者・知的障害者の家族の悩み等に関する相談会

や研修会、交流会を行う家族会等の団体の活動を支援する

とともに、市町村の相談員のスキル向上を図ります。 
福祉部 

再

掲 

精神障害者の家族（精神障害のある親を持つ子供を含

む。）を対象に交流会を実施し、障害者を支える家族が相

談相手になるとともに、家族同士の交流の機会を持つ「精

神障害者の家族による家族支援」に取り組みます。 

福祉部 

再

掲 

 高次脳機能障害＊当事者とその家族に対する地域での支

援を充実するため、医療、福祉、介護などの支援に関わる

職員に対する研修やピアカウンセリング＊などを実施しま

す。 

福祉部 

再

掲 

 高次脳機能障害＊当事者や家族の相談を受ける電話相談

と地域交流（相談）会を実施し、支援につなげます。 福祉部 

再

掲 

 医療的ケアを必要とする超重症心身障害児＊等を在宅で

介護する家族が一時的に休息しリフレッシュできる環境を

充実するため、対象児等をショートステイ及びデイサービ

スで受け入れた施設を支援します。 

福祉部 

再

掲 

 小児慢性特定疾病児童等を養育している親等が日常生活

を送る上で抱えている不安や悩みに対して、小児慢性特定

疾病児童等を養育していた親等による助言及び相談等を行

うピアカウンセリング＊を実施し、小児慢性特定疾病児童

等を養育している親等の負担軽減を図るとともに、子供の

日常生活における健康の保持増進及び福祉の向上を図りま

す。また、必要なピアカウンセラーを養成します。 

保健医療部 

再

掲 

難病患者の療養生活の確保とそれを支えるケアラーの福

祉の向上を目的に、人工呼吸器を装着している病状安定在

宅難病患者を対象にした一時的入院を行います。 
保健医療部 

再

掲 

難病相談支援センター＊において、難病患者とその家族

の療養生活等を支援します。 保健医療部 

再

掲 

 地域包括支援センター＊、民生委員＊・児童委員＊、自治

体、ボランティア、ライフライン事業者が連携した要援護

高齢者等支援ネットワークを充実させ、高齢者等の見守り

体制の整備を支援します。 

福祉部 
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再

掲 

 若年性認知症＊に関するリーフレットの配布、県の専門

相談窓口の設置と相談窓口への若年性認知症支援コーディ

ネーター＊の配置などを推進します。 
福祉部 

再

掲 

 若年性認知症＊の人の就労継続等支援を行います。ま

た、若年性認知症カフェ＊など若年性認知症＊の人の活動

の場の拡大等を図ります。 
福祉部 

再

掲 

 障害者の自立した生活を支援するため、ホームヘルプサ

ービスなどの訪問系サービスを充実し、全ての障害者を対

象とした事業所の拡充とサービスの質の向上を図ります。

また、障害児（者）生活サポート事業や全身性障害者介助

人派遣事業＊を実施する市町村を支援します。 

福祉部 

再

掲 

障害児やその家族が、身近な地域で継続的な相談を受け

られる体制を構築するため、障害児支援利用計画＊を作成

する相談支援事業所＊の運営を支援します。 
福祉部 

再

掲 

子供が発達障害＊と診断された親等に対し、発達障害＊

の子供を育てた経験のある親（ペアレントメンター）が先

輩として適切な情報提供をするなど支援します。 
福祉部 

再

掲 

高次脳機能障害＊当事者及びその家族が、身近な地域で

適切な支援が受けられるよう、総合リハビリテーションセ

ンター＊に設置した高次脳機能障害者支援センター＊を核

として、市町村、相談支援事業所*、医療機関などと連携

を密にし、支援のネットワークを構築します。 

福祉部 

再

掲 

医療的ケアが必要な障害児が適切な支援を受けられるよ

う、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関の連

携促進に努めます。 
福祉部 

再

掲 

医療的ケアが必要な障害児に対する総合的な支援体制の

構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーを養成し、市町村への配置を促進します。 
福祉部 

再

掲 

専門的な相談や情報提供及び関係機関等との連絡調整な

どを行う医療的ケア児等支援センター＊を運営し、医療的

ケアを必要とする障害児等とその家族が地域で安心して生

活できるよう支援します。 

福祉部 

再

掲 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい生活

ができるよう、地域移行支援＊や地域定着支援＊など、精

神障害（発達障害＊及び高次脳機能障害＊を含む。）にも対

福祉部 

-84-



応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市町村を支

援します。 

再

掲 

保健師等による家庭訪問による指導や、難病患者や家族

支援を行う訪問相談員の育成を行います。 保健医療部 

再

掲 

難病に関する地域の医療体制や患者の支援体制を一層充

実させるほか、増え続ける患者への支援に迅速・的確に対

応していきます。 
保健医療部 

再

掲 

男女共同参画に関する、個人の抱える様々な悩みや問題

について相談に応じます。 県民生活部 

再

掲 

ひきこもり＊状態にある本人やその家族に対する相談体

制等を整備し、本人の意思を尊重した支援を行うととも

に、関係機関・団体とのネットワークの構築及び情報発信

を行います。 

保健医療部 
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 計画の進捗管理 

 埼玉県ケアラー支援計画は策定して終わりではなく、計画期間が終了するまで、継
続的に進捗管理を行うことが重要です。 
 計画の進捗状況について公表するとともに、「埼玉県ケアラー支援に関する有識者会
議」により定期的な進捗状況の管理や新たな課題に対する検討などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ PLAN（計画） 
   埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議を開催し、より効果的な施策の展開と 

なる計画策定の検討を行います。 

２ DO（実行） 
  計画に位置付けた各取組を実施します。 

３ CHECK（評価） 
  毎年度、計画の進捗状況・指標の推移を把握します。 

４ ACT（改善） 
  評価結果を踏まえ、必要に応じ、取組内容等の見直しを行います。 

■ＰＤＣＡサイクルに基づく施策の推進 
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 SDGsの理念に基づく地域の実現  

■取組の方向性 

 

出典：外務省 HP 
  

 SDGs の理念に基づく「誰一人取り残さない」地域の実現に取り組みます。 

 国際的には豊かで活力ある未来を創る「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 
Development Goals）」が示され、「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のあ
る社会」の実現に向けて取り組みが進められています。わが国においても SDGs の実
現に向けて、官民ともに取り組んでいます。 

 この SDGs の「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現
は、社会保障・社会福祉がこれまで進めてきた歩みや「地域共生社会」づくり、ケア
ラー支援条例の基本理念につながるものであります。 

 SDGs では 2030 年を年限として、17 の共通目標を提示しています。社会福祉分野
における事業や活動は、この目標のいくつかをすでに体現しています。 

 たとえば SDGs の目標１ の「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」
は、地域のなかの生活困窮者や貧困世帯の子供等への支援に重なります。 

 目標３の「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を保障し、福祉を促進する」
は、社会福祉事業や地域福祉活動そのものということが言えます。 

 SDGs の17 の目標における取り組みを意識し、SDGsの達成に貢献していきます。

■持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の概要 

-87-



資料編 
１ 「第２期埼玉県ケアラー支援計画」策定の経緯 

（１）埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議における審議 

開催日 主な議題 

令和５年 ４月２６日（水） 第２期埼玉県ケアラー支援計画策定のための実態調査
（案）について 

令和５年 ８月 ２日（水） 
実態調査のスケジュールについて 
第２期埼玉県ケアラー支援計画の施策の体系・数値目
標の方向性について 

令和５年１１月 ７日（火） 第２期埼玉県ケアラー支援計画（素案） について 

令和６年 ２月１４日（水） 第２期埼玉県ケアラー支援計画（案）について 

 
（２）庁内関係課との連携 

開催日 主な議題 

令和５年 ９月 ４日（月） 

第２期埼玉県ケアラー支援計画策定スケジュールにつ
いて 
第２期埼玉県ケアラー支援計画の施策内容及び新規施
策に係る意見照会について 

令和５年１０月３１日（火） 第２期埼玉県ケアラー支援計画（素案）について 

令和 6 年 ２月１５日（木） 第２期埼玉県ケアラー支援計画（案）について 
 

（３）埼玉県社会福祉審議会への報告 

 県では、埼玉県ケアラー支援計画を推進するため、学識経験者、ケアラー支援に関
する活動を行う者、社会福祉に関する活動を行う者、地域福祉に関する活動を行う者、
民間企業者団体、労働者団体、行政機関の職員及び公募による県民等のうちから選任
した「埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議」を設置しました。 

 本計画の策定に当たっては、実態調査や計画の策定方針等についての審議を行いま
した。 

 埼玉県ケアラー支援計画の策定及び推進のために、「ケアラー支援に関する庁内連
絡会議」を設置し、ケアラー支援に係る情報交換や意見調整などを行いました。 

 計画策定後は、計画の進捗状況やケアラー支援施策に関する情報交換、意見調整を
行います。 

 社会福祉に関する事項（児童福祉、精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査審
議する機関である「埼玉県社会福祉審議会」へ報告を行いました。 
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開催日 主な議題 

令和５年１１月２２日（水） 第２期埼玉県ケアラー支援計画骨子（案）について 
 

（４）県民コメントの実施 

実施時期 内容 人数・件数 

令和６年１月５日（金）〜 
令和６年２月５日（月） 

第２期埼玉県ケアラー支援計画（案）に
ついて 

7 人・1 団体
25 件 

  

 計画の趣旨や内容を広く県民に公表し、これに対してお寄せいただいた御意見を考
慮して意思決定を行うため「埼玉県県民コメント制度」による意見募集を実施しまし
た。 
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２ 埼玉県ケアラー支援条例 

令和 2 年 3 月 31 日 
条例第 11 号 

（目的） 
第 1 条 この条例は、ケアラーの支援に関し、基本理念を定め、県の責務並びに県民、

事業者及び関係機関の役割を明らかにするとともに、ケアラーの支援に関する施策の
基本となる事項を定めることにより、ケアラーの支援に関する施策を総合的かつ計画
的に推進し、もって全てのケアラーが健康で文化的な生活を営むことができる社会を
実現することを目的とする。 

（定義） 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 
一 ケアラー 高齢、身体上又は精神上の障害又は疾病等により援助を必要とする親族、

友人その他の身近な人に対して、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の援助
を提供する者をいう。 

二 ヤングケアラー ケアラーのうち、十八歳未満の者をいう。 
三 関係機関 介護、障害者及び障害児の支援、医療、教育、児童の福祉等に関する業

務を行い、その業務を通じて日常的にケアラーに関わる可能性がある機関をいう。 
四 民間支援団体 ケアラーの支援を行うことを目的とする民間の団体をいう。 

（基本理念） 
第 3 条 ケアラーの支援は、全てのケアラーが個人として尊重され、健康で文化的な生

活を営むことができるように行われなければならない。 
2 ケアラーの支援は、県、県民、市町村、事業者、関係機関、民間支援団体等の多様な

主体が相互に連携を図りながら、ケアラーが孤立することのないよう社会全体で支え
るように行われなければならない。 

3 ヤングケアラーの支援は、ヤングケアラーとしての時期が特に社会において自立的
に生きる基礎を培い、人間として基本的な資質を養う重要な時期であることに鑑み、
適切な教育の機会を確保し、かつ、心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図
られるように行われなければならない。 

（県の責務） 
第 4 条 県は、前条に定める基本理念（第六条第一項及び第七条第一項において「基本

理念」という。）にのっとり、ケアラーの支援に関する施策を総合的かつ計画的に実施
するものとする。 

2 県は、ケアラーの支援における市町村の役割の重要性に鑑み、市町村がケアラーの支
援に関する施策を実施する場合には、助言その他の必要な支援を行うものとする。 

3 県は、第一項の施策を実施するに当たっては、市町村、事業者、関係機関、民間支援
団体等と相互に連携を図るものとする。 
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（県民の役割） 
第 5 条 県民は、ケアラーが置かれている状況及びケアラーの支援の必要性についての

理解を深め、ケアラーが孤立することのないように十分配慮するとともに、県及び市
町村が実施するケアラーの支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。  

（事業者の役割） 
第 6 条 事業者は、基本理念にのっとり、ケアラーの支援の必要性についての理解を深

め、その事業活動を行うに当たっては、県及び市町村が実施するケアラーの支援に関
する施策に協力するよう努めるものとする。 

2 事業者は、雇用する従業員がケアラーである可能性があることを認識するとともに、
当該従業員がケアラーであると認められるときは、ケアラーの意向を尊重しつつ、勤
務するに当たっての配慮、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとす
る。 

（関係機関の役割） 
第 7 条 関係機関は、基本理念にのっとり、県及び市町村が実施するケアラーの支援に

関する施策に積極的に協力するよう努めるものとする。 
2 関係機関は、その業務を通じて日常的にケアラーに関わる可能性がある立場にある

ことを認識し、関わりのある者がケアラーであると認められるときは、ケアラーの意
向を尊重しつつ、ケアラーの健康状態、その置かれている生活環境等を確認し、支援
の必要性の把握に努めるものとする。 

3 関係機関は、支援を必要とするケアラーに対し、情報の提供、適切な支援機関への案
内又は取次ぎその他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（ヤングケアラーと関わる教育に関する業務を行う関係機関の役割） 
第 8 条 ヤングケアラーと関わる教育に関する業務を行う関係機関は、その業務を通じ

て日常的にヤングケアラーに関わる可能性がある立場にあることを認識し、関わりの
ある者がヤングケアラーであると認められるときは、ヤングケアラーの意向を尊重し
つつ、ヤングケアラーの教育の機会の確保の状況、健康状態、その置かれている生活
環境等を確認し、支援の必要性の把握に努めるものとする。 

2 ヤングケアラーと関わる教育に関する業務を行う関係機関は、支援を必要とするヤ
ングケアラーからの教育及び福祉に関する相談に応じるとともに、ヤングケアラーに
対し、適切な支援機関への案内又は取次ぎその他の必要な支援を行うよう努めるもの
とする。 

（ケアラーの支援に関する推進計画） 
第 9 条 県は、ケアラーの支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画

（以下この条において「推進計画」という。）を策定するものとする。 
2 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 ケアラー及びヤングケアラーの支援に関する基本方針 
二 ケアラー及びヤングケアラーの支援に関する具体的施策 
三 前二号に掲げるもののほか、ケアラー及びヤングケアラーの支援に関する施策を推
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進するために必要な事項 
3 県は、推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なくこれを公表するものとする。  

（広報及び啓発） 
第 10 条 県は、広報活動及び啓発活動を通じて、県民、事業者及び関係機関が、ケアラ

ーが置かれている状況、ケアラーの支援の方法等のケアラーの支援等に関する知識を
深め、社会全体としてケアラーの支援が推進されるよう必要な施策を講ずるものとす
る。  

（人材の育成） 
第 11 条 県は、ケアラーの支援の充実を図るため、相談、助言、日常生活の支援等のケ

アラーの支援を担う人材を育成するための研修の実施その他の必要な施策を講ずる
ものとする。  

（民間支援団体等による支援の推進） 
第 12 条 県は、民間支援団体その他のケアラーを支援している者が適切かつ効果的に

ケアラーの支援を推進することができるよう情報の提供、助言その他の必要な施策を
講ずるものとする。 

（体制の整備） 
第 13 条 県は、ケアラーの支援を適切に実施するため、ケアラーの支援に関する施策

を総合的かつ計画的に実施するために必要な体制及び県、市町村、関係機関、民間支
援団体等の相互間の緊密な連携協力体制の整備に努めるものとする。  

（財政上の措置） 
第 14 条 県は、ケアラーの支援に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 
  
附則 この条例は、公布の日から施行する。 
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３ 埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議設置要綱 
（趣旨） 
第１条 ケアラー支援のための各種施策の推進を目的として、埼玉県ケアラー支援に関

する有識者会議（以下「有識者会議」という。）を設置する。 

（構成） 
第２条 有識者会議は、委員２０人程度をもって組織する。 
２ 有識者会議に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

（委員） 
第３条 有識者会議の委員は、ケアラーに関しての学識経験者、ケアラー支援に関する

活動を行う者、社会福祉に関する活動を行う者、地域福祉に関する活動を行う者、民
間企業者団体、労働者団体、行政機関の職員及び公募による県民等のうちから福祉部
長が選任する。 

（委員の任期） 
第４条 委員の任期は、２年間とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期 
 間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 

（会議） 
第５条 有識者会議は、委員長が招集し、その議長となる。 
２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を

代理する。 

（関係者の出席） 
第６条 有識者会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴く 
 ことができる。 

（部会） 
第７条 有識者会議には、部会を置くことができる。 
２ 部会に関して必要な事項は、別に要綱で定める。 

（事務局） 
第８条 有識者会議に事務局を置き、その事務は福祉部地域包括ケア課において処理す

る。 

（その他） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、有識者会議の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和２年４月２３日から施行する。 
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 埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議委員名簿（令和 6 年 2 月 14 日現在） （順不同） 
所 属 役職等 氏 名 

国際医療福祉大学大学院 教 授 石 山  麗 子 ◎ 

成蹊大学 教 授 澁 谷  智 子 

埼玉県立大学 教 授 林  裕 栄 

特定非営利活動法人埼玉県障害者協議会 代 表 理 事 田 中  一 

公益社団法人認知症と家族の会埼玉県支部 代表世話人 花俣 ふみ代 

一般社団法人日本ケアラー連盟 代 表 理 事 堀 越  栄 子 

公募委員 − 加 藤  英 明 

公募委員 − 滝 澤  玲 子 

一般社団法人埼玉県経営者協会 専 務 理 事 廣 澤  健 一 

日本労働組合総連合会埼玉県連合会 会 長 平 尾  幹 雄 

社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 次 長 石 山  英 雄 

志木市地域包括支援センター柏の杜 センター長 土 屋  裕 子 
（R5.4.1〜） 

埼玉県高等学校長協会 会 長 豊 田  清 明 
（R5.4.12〜） 

さいたま市福祉局 副 理 事 若 林  学 

埼玉県福祉部 地域包括ケア局長 藤 岡  麻 里 〇 
 ◎：委員長  ○：副委員長 
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４ ケアラー支援に関する庁内連絡会議設置要綱 
（目的） 
第１条 埼玉県ケアラー支援計画（仮称）の推進及びケアラー支援施策の円滑な実施を

行うため、庁内のケアラー支援施策に係る情報交換や意見調整等を行うケアラー
支援に関する庁内連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 
第２条 連絡会議は、次に掲げる事項について協議を行う。 
 （１）埼玉県ケアラー支援計画の検討及び進捗状況の確認 
 （２）ケアラー支援施策の企画・立案 
 （３）市町村が実施するケアラー支援施策への必要な助言・情報提供 
 （４）ケアラー支援施策に関する情報交換・意見調整 
 （５）その他目的達成に必要な事項 

（組織） 
第３条 連絡会議は、別表に掲げる職にある者をもって構成する。 

（会議） 
第４条 連絡会議には議長を置く。 
  ２ 議長は、地域包括ケア課長の職にある者とする。 
  ３ 連絡会議は、議長が招集し主宰する。 
  ４ 議長は、協議すべき事項を踏まえ、一部の委員のみを招集し会議を開催するこ

とができる。 
  ５ 議長は必要に応じて、委員以外の者を出席させ、意見を求めることができる。 

（庶務） 
第５条 連絡会議の庶務は、地域包括ケア課において処理する。 

（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議に必要な事項は議長が別に定める。 
 
 附則 
   この要綱は、令和２年６月５日から施行する。 
  この要綱は、令和５年９月４日から施行する。 
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【参考】ケアラー支援に関する庁内連絡会議委員名簿 
部局名 職 名 

総務部 人事課長      学事課長 

県民生活部 
共助社会づくり課長 青少年課長 
人権・男女共同参画課長 

福祉部 

福祉政策課長    社会福祉課長 
障害者福祉推進課長 障害者支援課長 
地域包括ケア課長◎ 高齢者福祉課長 
少子政策課長    こども安全課長 

保健医療部 
医療整備課長    健康長寿課長 
疾病対策課長 

産業労働部 雇用労働課長    多様な働き方推進課長 

都市整備部 住宅課長 

教育局 
生徒指導課長    人権教育課長 
義務教育指導課長 

 ◎：議長 
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５ 第２期埼玉県ケアラー支援計画策定のための各種実態調査 

（１）大学生・短大生の若者ケアラー＊の実態調査 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月１５日（金）〜 
令和５年１０月１３日（金） 約 11 万人 1,409 人 約 1.3% 

 
（２）ケアラー支援機関向け実態調査 
 ア 地域包括支援センター＊ 

時期 調査対象数 回答数 回収率 
令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月１１日（水） 289 か所 201 か所 69.6% 

 イ 基幹相談支援センター＊及び障害者相談支援事業＊受託事業所 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月１１日（水） 107 か所 87 か所 81.3% 

 ウ 市町村高齢福祉担当課 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月３１日（火） 63 市町村 58 市町村 92.1% 

 エ 市町村障害福祉担当課 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月３１日（火） 63 市町村 54 市町村 85.7% 

 
（３）ヤングケアラー支援機関向け実態調査 
 ア 高等学校、中学校及び小学校 

時期 調査対象数 回答数 回収率 
令和５年８月２８日（月）〜 
令和５年１０月１１日（水） 1,476 校 1,325 校 89.8% 

 イ 市町村児童福担当課 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月３１日（火） 63 市町村 58 市町村 92.1% 

 ウ スクールソーシャルワーカー＊ 
時期 調査対象数 回答数 回収率 

令和５年９月２５日（月）〜 
令和５年１０月２３日（月） 78 人 62 人 79.5% 
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６ 用語の解説 計画中＊で記した用語を解説しています。 
行 用語 説明 

あ 
医療的ケア児 NICU 等から退院後、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たん

の吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児
童。 

医療的ケア児等支援センタ
ー 

医療的ケア児支援のための人材育成や多機関調整などを担
う「県センター」と、医療的ケア児等とその家族の相談窓
口や市町村支援などを担う県内４か所の「地域センター」
で構成。市町村や支援機関と連携し、医療的ケア児が地域
で安心して生活できるよう支援している。 

NPO 
（Non Profit Organization） 

広義では非営利団体のこと。狭義では非営利での社会貢献
活動や慈善活動を行う市民団体のこと。最狭義では特定非
営利活動促進法により法人格を得た団体（特定非営利活動
法人）のことを指す。 

か 
介護者サロン 地域包括支援センターや市町村社会福祉協議会、地域の団

体などが運営している、介護者同士が集まって、情報交換
や悩みごとの相談などができる場。 

基幹相談支援センター 市町村が設置する、地域における相談支援の中核的な役割
を担う機関。総合相談・専門相談、権利擁護・虐待防止、地
域移行・定着、地域の相談支援体制の強化の取組といった
役割が求められる。 

キャラバン・メイト 認知症サポーター養成講座の講師。キャラバン・メイト養
成研修を受講することが必要。埼玉県では令和 5 年 12 月
末現在で累計 4,976 人が養成講座を受講している。 

共生社会 障害を理由とする差別を解消し、障害者と障害者でない者
とが分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し
合いながら、地域の中で共に手を取り合って暮らすことの
できる社会。 

健康経営実践事業所 従業員等の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践
している事業所で、具体的には、経営の視点から、従業員
への健診受診勧奨、長時間労働対策やテレワーク導入とい
った働き方改革などに取り組むことにより従業員の健康増
進を図っている事業所。 

県政出前講座 県の職員が、地域で行われる集会や団体の会議、学校の授
業などに伺い、県政について分かりやすく説明する講座。
県が重点的に取り組む事業や安心、安全、福祉など県民の
生活に関係の深いテーマを用意している。 

高次脳機能障害 事故や病気などの原因により、脳が損傷を受けたことによ
る記憶・判断などの認知機能や感情・意思などの情緒機能
に障害が現れた状態をいう。 

高次脳機能障害者支援 
センター 

県総合リハビリテーションセンター内に設置されている、
高次脳機能障害者本人や家族、関係機関からの相談に対応
するための総合相談窓口。 
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行 用語 説明 
更生相談所 18 歳以上の障害者の福祉について、相談や、医学的、心理

学的、及び職能的判定を行うとともに、必要な助言、援助
を行う機関。身体障害者更生相談所と知的障害者更生相談
所がある。本県ではどちらも上尾市にある総合リハビリテ
ーションセンター内に設置されている。 

こども家庭センター 市町村が設置する、妊娠・出産・育児の様々な相談にワン
ストップで応じ、母子保健機能と児童福祉機能との相互連
携により、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制
を担う拠点。 

こども食堂 地域の人々が主体となり運営している、子供が一人でも安
心して利用することができる、無料又は低額の食堂。食事
を提供するだけでなく、子供の自己肯定感を育む場所とし
て、地域の方々の創意工夫により多様な形で展開されてい
る。 

子どもスマイルネット 県が開設し、いじめや虐待、体罰など子供の権利侵害の問
題をはじめ、子供に関わる様々な悩みに関する子供本人や
保護者等からの電話相談窓口。（048-822-7007） 

こどもの居場所 こども家庭庁では、こどもの居場所を「こども・若者が過
ごす場所、時間、人との関係性全てが、こども・若者にとっ
ての居場所になり得る。一義的には、こども・若者本人が
そこを居場所と感じるかどうかによっている」としている。
代表的なものとして、こども食堂、学習支援、プレーパー
クなどが挙げられる。子供の自己肯定感を育む場所として、
近年注目されている。 

子どもの権利擁護委員会 「埼玉県子どもの権利擁護委員会条例」に基づき県が設置
し、民間の委員等で構成する、子供の権利の侵害に関する
相談、調査、勧告等を行う機関。 

さ 

 

サービス付き高齢者向け 
住宅 

安否確認や生活相談サービスなどを提供するバリアフリー
構造の高齢者向け住宅。事業者は県、政令市、中核市など
から登録を受ける。 

在宅医療連携拠点 県内に 30 ある郡市医師会の地域ごとに設置されており、ケ
アマネジャー資格を持つ看護師など、福祉にも精通した専
門職が配置されている。 

埼玉県オレンジ大使 認知症の人本人からの発信の機会が増えるよう、認知症の
人本人を県が「埼玉県オレンジ大使」として任命し、認知
症の普及啓発活動への参加・協力や、キャラバン・メイト
への協力などをお願いするもの。埼玉県では 4 人の方々を
任命している（令和５年 11 月末現在）。 

埼玉しごとセンタ― 県と国（ハローワーク）が一体となり、相談から就職まで
切れ目ない支援を行う就業支援施設である。就職支援セミ
ナー、就職相談、職業紹介等のサービスを若年者、中高年
齢者などそれぞれのライフステージに応じて支援を行って
いる。 

児童委員 児童福祉法に基づき市町村の区域に配置されている民間の
奉仕者。児童委員は民生委員を兼ねることとなっている。 
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行 用語 説明 
児童館 児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊

かにする遊戯室・図書室等を備えた屋内型施設。 
児童相談所 児童の福祉に関する相談、調査、判定、指導等を行うため、

児童福祉法に基づき都道府県・指定都市が設置する行政機
関。 

社会福祉協議会 地域福祉及びその技術の普及推進と、民間福祉事業やボラ
ンティア活動の推進、支援を目的としている民間団体。民
間団体ではあるが、社会福祉法に定められており、国、都
道府県、特別区、政令指定都市（行政区＝地区）、市町村単
位で組織されている。基本的には社会福祉法人格を持つこ
ととなっている。運営資金の多くが行政機関の予算措置に
よるものであるため、「公私共同」「半官半民」で運営され
ており、民間と公的機関・組織の両面のメリットを生かし
た事業を展開している。 

若年性認知症 18 歳以上 65 歳未満で発症する認知症。高齢になってから
発症する認知症に比べ、脳の萎縮スピードが速く、一般的
に進行が速いのが特徴。 

若年性認知症カフェ 若年性認知症の人やその家族などが集まる認知症カフェ※。 
※認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報
を共有し、お互いを理解し合う場。地域の実情に応じて認知症
地域支援推進員が企画する等様々な実施主体・方法で開催さ
れている。 

若年性認知症支援 
コーディネーター 

若年性認知症の人や家族、支援関係専門職、事業者等から
の医療や福祉サービスなど生活全般にわたる相談に対応し
たり、支援を行う専門職。埼玉県では、社会参加、就労支援
の体制を強化しており、令和５年 12 月末現在で３名配置し
ている。 

重層的支援体制整備事業 市町村において、地域住民の複雑化・複合化した支援ニー
ズに対応する包括的な支援体制を整備するため、「Ⅰ 相談
支援（包括的な相談支援）」「Ⅱ 参加支援」「Ⅲ 地域づく
りに向けた支援」を一体的に実施するもの。各支援機関・
拠点が、属性や世代を超えた支援を円滑に実施するため、
高齢、障害、子ども、生活困窮の各制度の関連事業につい
て、一体的に執行する。社会福祉法の改正により、市町村
の任意事業として、令和３年４月に創設。 

障害児支援利用計画 障害児通所支援事業※を利用する際、障害児の心身の状況や
環境、保護者の意向などを踏まえて作成する。 
※児童福祉法に基づき提供されるサービス。障害児に通所さ
せ、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、
集団. 生活への適用訓練等のサービスを提供する事業をいう。
児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支
援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援がある。 
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行 用語 説明 
障害者総合支援法 正式名称は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」。障害者（児）が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービ
スに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害
児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無に関わらず国
民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのでき
る地域社会の実現に寄与することを目的する法律。 

障害者相談支援事業 障害者等からの福祉に関する各般の問題について相談に応
じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービス
の利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及
びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障
害者等の権利擁護のために必要な援助を行う事業。 

身体障害者相談員 身体障害者福祉法に基づき、身体障害者の福祉の増進を図
るため、身体障害者又はその保護者の相談に応じるととも
に必要な援助を行う民間の協力者。市町村長が委嘱。 

スクールカウンセラー いじめや不登校等の生徒指導上の諸課題に対応するため、
教職員や保護者への指導・助言を行うとともに、児童生徒
の心の相談にあたる心理に関する専門的な知識や経験を有
する者。 

スクール 
ソーシャルワーカー 

教育に関する知識に加え、社会福祉等の専門的な知識や技
術を用いて、児童生徒が置かれた環境に働き掛け、関係機
関等とのネットワークを活用して、課題を抱える児童生徒
等に対して支援をする者。 

精神保健福祉センター 伊奈町に設置されている、県民のメンタルヘルスの保持及
び向上、並びに精神障害者の社会復帰の支援を図る総合的
な施設。メンタルヘルスに関する相談、啓発普及事業、自
立訓練施設及び精神科デイケアの運営、精神科救急情報セ
ンターの運営などを行っている。精神医療センターと隣接
している。 

全身性障害者介助人 
派遣事業 

重度の脳性まひや筋萎縮性側索硬化症、筋ジストロフィー
などによる全身性障害者が自ら推薦する介助人を登録し、
介助サービスを提供するために派遣した市町村に県が補助
を行う事業。 

総合リハビリテーション 
センター 

上尾市に設置されている、障害者のリハビリテーション活
動の県内中心施設。障害者の自立と社会参加を目指し、相
談・判定から医療、職能訓練、社会復帰までの総合的なリ
ハビリテーションサービスを提供するとともに、リハビリ
テーション関係者の技術向上を支援している。 

相談支援事業 
相談支援事業所 

障害のある人が自立した日常生活や社会生活を営むことが
できるよう、相談を受けたり必要な助言や関係機関との連
絡調整などの支援を行う。 
障害者総合支援法、児童福祉法に基づく個別給付により提
供される一般相談支援事業、特定相談支援事業、障害児相
談支援事業のほか地域生活支援事業により実施される障害
者相談支援事業がある。 
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行 用語 説明 

た 
大学の開放授業講座 
（リカレント教育） 

埼玉県と協定を締結した大学において、一部の授業を 55 歳
以上の方を対象に開放するもの。生活の充実や社会参加の
きっかけづくりを目的としている。 

短期入所生活援助 
（ショートステイ）事業 

保護者の病気、疲労もしくは身体、精神、環境上の理由に
より家庭での児童の養育が一時的に困難となった場合に、
市町村長が児童養護施設などで保護する事業。 
 
 

多様な働き方実践企業 テレワークや短時間勤務など多様な働き方を実践し、仕事
と家庭の両立支援など、働きやすい職場環境づくりに取り
組む企業のこと。埼玉県が認定を行っている。 

地域移行支援 障害者支援施設、精神科病院に入所又は入院している障害
者を対象に住居の確保その他の地域生活への移行するため
の支援を行うこと。 

地域子育て支援拠点 子育て中の孤立感、負担感を緩和するため、子育て親子の
交流促進、育児不安に対する相談指導及び情報提供等、子
育てに関する様々な援助活動を行う拠点。 

地域生活支援拠点等 障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、相談、体
験の機会、緊急時の対応等、必要な機能を備えた障害者の
地域生活を支援する体制。 

地域定着支援 地域で一人暮らしをしている障害者と連絡体制を確保し、
緊急時の相談や助言を行う。 

地域包括支援センター 市町村が設置主体となり、高齢者福祉の総合相談、権利擁
護、介護予防ケアマネジメントなどを行う機関。地域包括
ケアの実現において中核的な役割を担う。 

チームオレンジ ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援
チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合っ
た具体的な支援につなげる仕組み。国の認知症施策推進大
綱では、2025 年までに全市町村で整備することが KPI（目
標）として掲げられている。 

超重症心身障害児 重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複し、呼吸管理
や食事機能などから医療や介護の必要性が高い児童のこ
と。 

な 
難病相談支援センター 難病相談支援センターは、難病の患者に対する医療等に関

する法律第 29 条の規定に基づき県が設置。難病患者などの
療養上、生活上の悩みや不安などの解消を図るとともに、
電話や面接などによる相談、患者会などの交流促進、治療
と仕事の両立支援など、難病患者などがもつ様々なニーズ
に対応することを目的とした機関。 

認定こども園 幼稚園や保育園のうち、①幼児教育②保育③地域子育て支
援を一体的に提供する施設について、設置者の申請に基づ
き知事が認定するもの。幼稚園と保育所の両方の機能を併
せ持つため、親が働いている、いないにかかわらず利用で
きる。 
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行 用語 説明 
ノーマライゼーション 障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生

活が送れるような条件を整えるべきであり、共に生きる社
会こそがノーマルであるという考え方。障害者施策の重要
な理念の一つ。 

は 
発達障害 自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学

習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）その他これに
類する脳機能の障害でその症状が通常低年齢において発現
するもの。 

発達障害者支援センター 発達障害者支援法第 14 条に基づき設置される、発達障害に
係る相談支援や福祉、保健、労働、教育などの支援者に対
する助言などを行う機関。 

ピアカウンセリング カウンセリング技術を身に付けた障害者やその家族等の当
事者や元当事者が、自らの体験に基づいて、当事者への相
談支援にあたり、問題解決のための助言を行うこと。 

ビジネスケアラー 仕事をしながら家族の介護に従事する者。経済産業省によ
ると、就業構造基本調査における有業者のうち「介護をし
ている」かつ「仕事が主な者」をビジネスケアラーと定義
している。 

ひきこもり さまざまな要因によって社会的な参加の場面がせばまり、
就労や就学などの自宅以外での生活の場が長期にわたって
失われている状態をいう。 
厚生労働省の行っている調査などでは、「仕事や学校に行
かず、かつ、家族以外の人との交流をほとんどせずに、疾
病や妊娠等の原因がなく 6 か月以上続けて自宅にひきこも
っている状態」と定義されている。 

ま 民生委員 民生委員法に基づき市町村の区域に配置されている民間の
奉仕者。民生委員は児童委員を兼ねることとなっている。 

や 
夜間養護等 
（トワイライトステイ） 
事業 

保護者が仕事などの理由により平日の夜間・休日に不在と
なり家庭での児童の養育が困難となった場合や緊急の必要
がある場合に、市町村長が児童養護施設などで保護する事
業。 

要保護児童対策地域協議会 保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当で
あると認められる児童に対する適切な保護及び、保護者の
養育を支援することが特に必要と認められる児童や出産後
の養育について出産前から支援することが必要と認められ
る妊婦に対する適切な支援を図るために、必要な情報交換
を行うとともに、児童に対する支援内容を協議するために、
市町村が中心となって組織する関係機関の協議会。 

わ 若者ケアラー 法律上の明確な定義はないが、18歳〜おおむね30歳代まで
のケアラーのことを指す言葉とされている。 

若者自立支援センター埼玉 就職活動にサポートが必要な15歳から49歳までの若者を
対象に、相談、セミナー、しごと体験等の就職支援サービ
スを提供し、職業的な自立を支援する県の施設である。本
人向けのほか、親や家族向けの支援も行っている。 

 ※説明は、埼玉県が策定している各種計画に掲載されている用語解説等から引用している。
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